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第１章 本市におけるアセットマネジメント（個別施設計画）について 

 背景と目的 

本市では、昭和 50 年代から 60 年代にかけて、人口の急増や新たな市民ニーズに対応するため

に多くの公共施設が集中的に整備され、市民生活の利便性や福祉の向上に寄与してきました。 

しかし、整備から 30 年以上経過した現在では、公共施設の老朽化が進行しており、これから一

斉に改修や建替の時期を迎えることから、多額の費用が必要になると考えられています。 

また、合併以前の旧 1 市 3 町（久喜市・菖蒲町・栗橋町・鷲宮町）がそれぞれ独自に整備を進

めてきた公共施設を全て新市に引き継いでいることから、類似した施設の重複や将来的な余剰施

設の発生も見込まれる状況です。 

このような現状を踏まえ、本市では、公共施設を一元的に把握して、将来の費用負担を推計し、

その上で、老朽化した施設の統廃合や余剰施設の複合的な活用などを行い、一定の行政サービス

を維持しつつ、長期的な財政支出の削減を図る取組みである「公共施設アセットマネジメント」

を推進するものとし、その基礎資料として、保有する公共建築物の特徴や利用状況、経費等の概

要をまとめた「久喜市公共施設白書（以下、「公共施設白書」という。）」を平成 26（2014）年 4月

に作成し、その後、将来の公共施設等の総合的な管理・運営方針を示す「久喜市公共施設等総合

管理計画（以下、「総合管理計画」という。）」を平成 28（2016）年 3月に策定しました。 

本計画は次世代へ安心・安全かつ魅力ある公共施設を引き継ぐために、総合管理計画を推進し、

施設の適正な配置と財政規模に応じた対策費用の平準化を実践していくための基本方針や方向性、

年次計画を定めることを目的とします。 

今後は、本計画に基づき、多様化する市民ニーズへの対応や住みよいまちづくりを実現するた

めの取組みを推進していきます。 

 

 位置づけ 

本計画は、総合管理計画を推進するため、「個別施設における具体的な検討時期や今後の方向性

を示す計画」として位置づけます。 

なお、インフラ施設については、各省庁が示すガイドライン等に基づき、分野ごとに個別施設

計画を策定の上、適正化に向けた取組みを進めていきます。 
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図 １-１ 本計画の位置づけ 

 計画期間 

計画期間は、総合管理計画の最終年度に合わせ、令和 37（2055）年度までとします。 

しかし、今後の施設のあり方に関する具体計画を長期の視点で策定することは、不確定な事項

も存在し、明確な方向性を示すことが困難な施設が発生することも懸念されます。そのため本計

画では、第 1 期～第 4 期の期間設定を行ったうえで施設の方向性を検討するとともに、以下に示

すとおり、概ね 10年を目安として、計画内容の見直しを行います。 

 

 

  

久喜市 
公共施設白書 
（施設カルテ） 公共施設の

現況把握 

インフラ長寿命化基本計画 
【国】 

策定要請 

久喜市公共施設等総合管理計画 
（平成 28（2016）年 3 月策定） 
（令和 4（2022）年 3 月改訂） 

 
【公共建築物】 【インフラ施設】 

久喜市公共施設 
個別施設計画 
【公共建築物】 

公共施設等総合管理計画における 
「アセットマネジメントの基本方針」の具体化 

個別施設計画 
【インフラ施設】 

 
※分野・施設ごとに策定 

各省庁の定めるガイ
ドライン等に基づき、
計画的な整備と長
寿命化を推進 

令和 3 
（2021）年度 

令和 12 
（2030）年度 

令和 21 
（2039）年度 

令和 30 
（2048）年度 

令和 37 
（2055）年度 

公共施設等総合管理計画 
平成 28（2016）～令和 37（2055）年度の 40 年間 

【第１期】 
令和 3（2021）～ 

令和 11（2029） 

【第２期】 
令和 12（2030）～ 

令和 20（2038） 

【第４期】 
令和 30（2048）～ 

令和 37（2055） 

【第３期】 
令和 21（2039）～ 

令和 29（2047） 

公共施設個別施設計画 
令和 3（2021）～令和 37（2055）年度の 35 年間 

 

図 １-２ 計画期間 
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 計画の策定と管理体制 

総合管理計画に基づき、全庁横断的な体制のもと、公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推

進するため、副市長を本部長とする「久喜市アセットマネジメント推進本部」（以下、「推進本部」

という。）を設置しました。 

あわせて、推進本部の下部組織である「久喜市アセットマネジメント推進本部専門部会」にお

いても、協議・調整を行っています。 

また、本計画を策定するにあたり専門的な知見に基づく意見を聴取するために、学識経験を有

する者等によって構成される第三者機関として、「久喜市公共施設個別施設計画検討委員会」（以

下、「検討委員会」という。）を設置し、検討委員会での検討内容を本計画へ反映しています。 

計画策定後は、推進本部において計画の進捗管理や見直しなどを行っていくとともに、今後本

計画の見直しを図る際には、同様に外部委員によって構成される検討委員会を設置し、検討を行

うものとします。 

 

 

図 １-３ 本計画の策定体制 

 

  

 
◆構成 
 本部長：副市長 
 副本部長：総合政策部長 
 本部員：部長級職員 
 
◆役割 
 ・アセットマネジメントの方策の策定及び改訂 
 ・アセットマネジメントの方策の進行管理     等 

久喜市アセットマネジメント推進本部 

 
◆構成 
アセットマネジメント推進課 
 

◆役割 
 計画策定の総合調整 

事務局 

 
◆役割 
 施設諸情報の整理・提供 
 劣化状況調査の実施 

施設所管課 

久喜市アセットマネジメント推進本部専門部会 

久喜市公共施設 

個別施設計画 

検討委員会 

市長 

諮問 

答申 
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 対象施設 

本計画では、令和元（2019）年度末時点で、本市が所有している公共建築物を対象とします。 

本市の施設総量は、総合管理計画策定時点（平成 28（2016）年 3月）で 348,935.2 ㎡となって

いますが、総合管理計画策定以降に、施設の新規整備や一部施設の解体等を行っていることから、

数値に変化が生じています。 

個別施設計画の策定にあたり、基準となる施設総量を精査した結果、令和 2（2020）年 3 月 31

日現在の施設総量は、346,002.04 ㎡となっています。 

対象施設について、対象施設一覧（施設分類別総量）（表 1-1）及び対象施設一覧（施設別総量）

（表 1-2）は次のとおりです。 

なお、道路、橋りょうなどのインフラ施設や上水道・下水道等の公営企業施設に付随する建築

物については、本計画の対象から除き、別途、施設所管部署にて策定を予定する個別施設計画に

おいて今後の方向性を示すものとします。 
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表 １-１ 対象施設一覧（施設分類別総量） 

（令和 2（2020）年 3月 31 日現在） 

 
※対象施設一覧の「施設大分類」、「施設中分類」は、総合管理計画及び公共施設白書における区分や本市の公共施

設の実情に即した区分により分類しています。 

※複合施設の場合は、それぞれの分類ごとに施設数及び延床面積を計上しているため、実際の建物数とは一致し

ない場合があります。 

 

 

  

施設大分類 施設中分類
施設数

（施設）

延床面積

（㎡）

行政系施設 庁舎等 6 34,272.58

行政系施設 その他行政系施設 1 1,679.62

消防団器具置場 消防団器具置場 25 1,422.96

医療・保健施設 医療施設 1 103.50

医療・保健施設 保健施設 4 3,406.61

福祉施設 社会福祉施設 2 6,645.64

福祉施設 障がい者福祉施設 6 2,322.31

福祉施設 高齢者福祉施設 3 2,578.60

福祉施設 養護老人ホーム 1 2,963.88

幼稚園・保育所 幼稚園 2 1,983.00

幼稚園・保育所 保育所 6 4,243.88

放課後児童クラブ 放課後児童クラブ 21 3,563.28

子育て支援施設 児童センター・児童館 2 1,054.48

子育て支援施設 ファミリー・サポート・センター 4 168.14

子育て支援施設 地域子育て支援センター 3 623.66

学校教育系施設 小学校 23 123,670.17

学校教育系施設 中学校 11 80,367.00

学校教育系施設 給食センター 2 3,266.00

図書館・資料館 資料館 1 1,527.03

図書館・資料館 図書館 4 3,664.32

スポーツ施設 体育館 3 10,667.55

スポーツ施設 屋外プール 2 2,994.90

スポーツ施設 屋内プール 2 3,587.84

スポーツ施設 その他スポーツ施設 2 308.30

産業系施設 産業系施設 7 4,063.48

市民文化系施設 文化会館 3 14,910.62

市民文化系施設 集会所 6 2,035.43

市民文化系施設 教育集会所 2 248.24

市民文化系施設 隣保館・児童館 1 1,159.43

市民文化系施設 公民館 8 10,992.59

市民文化系施設 コミュニティセンター・生涯学習施設 5 10,084.93

市営住宅 市営住宅 2 1,474.11

普通財産 普通財産 11 3,947.96

182 346,002.04合計
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表 １-２ 対象施設一覧（施設別総量） 

（令和 2（2020）年 3月 31 日現在） 

 

施設

大分類
施設中分類 № 施設名称

総延床面積

（㎡）
建築年 構造 棟数

庁舎等 1 久喜市役所 8,165.25 1980 SRC造 7

庁舎等 2 久喜市役所第二庁舎 1,100.34 1980 RC造 4

庁舎等 3 菖蒲総合支所 5,055.88 1988 SRC造 8

庁舎等 4 栗橋総合支所 4,175.32 1972 SRC造 9

庁舎等 5 鷲宮総合支所 6,989.66 1990 SRC造 5

庁舎等 6 東京理科大学跡地（旧普通教室棟） 8,786.13 1993 RC造 1

その他行政系施設 7 公文書館 1,679.62 1993 RC造 1

消防団器具置場 8 久喜支団第一分団第一部 50.88 1981 LGS造 1

消防団器具置場 9 久喜支団第一分団第二部 51.15 1986 S造 1

消防団器具置場 10 久喜支団第一分団第三部 62.96 1995 S造 1

消防団器具置場 11 久喜支団第二分団第一部 49.05 1989 S造 1

消防団器具置場 12 久喜支団第二分団第二部 57.00 1991 S造 1

消防団器具置場 13 久喜支団第三分団第一部 86.40 2008 S造 1

消防団器具置場 14 久喜支団第三分団第二部 50.06 1985 LGS造 1

消防団器具置場 15 久喜支団第三分団第三部 86.40 2007 S造 1

消防団器具置場 16 久喜支団第四分団第一部 62.10 1999 S造 1

消防団器具置場 17 久喜支団第四分団第二部 49.05 1992 S造 1

消防団器具置場 18 鷲宮支団第一分団第一部 45.90 1986 S造 1

消防団器具置場 19 鷲宮支団第一分団第二部 46.56 1979 LGS造 1

消防団器具置場 20 鷲宮支団第二分団第一部 77.76 2007 S造 1

消防団器具置場 21 鷲宮支団第二分団第二部 43.99 1974 W造 1

消防団器具置場 22 菖蒲支団第一分団第一部 55.05 1991 S造 1

消防団器具置場 23 菖蒲支団第一分団第二部 48.18 1979 LGS造 1

消防団器具置場 24 菖蒲支団第一分団第三部 56.70 1974 LGS造 1

消防団器具置場 25 菖蒲支団第二分団第一部 56.73 1974 LGS造 1

消防団器具置場 26 菖蒲支団第二分団第二部 56.73 1974 LGS造 1

消防団器具置場 27 栗橋支団第一分団第一部 59.43 1993 S造 1

消防団器具置場 28 栗橋支団第一分団第二部 47.16 1983 S造 1

消防団器具置場 29 栗橋支団第一分団第三部 62.11 2000 S造 1

消防団器具置場 30 栗橋支団第二分団第一部 50.88 1980 LGS造 1

消防団器具置場 31 栗橋支団第二分団第二部 53.85 1991 S造 1

消防団器具置場 32 栗橋支団第二分団第三部 56.88 1992 S造 1

医療施設 33 久喜市休日夜間急患診療所 103.50 1986 RC造 1

保健施設 34 中央保健センター 1,096.60 1986 RC造 1

保健施設 35 菖蒲保健センター 716.36 1989 RC造 1

保健施設 36 栗橋保健センター 1,021.05 1987 RC造 1

保健施設 37 鷲宮保健センター 572.60 1979 RC造 1

消

防

団

器

具

置

場

行

政

系

施

設

医

療

・

保

健

施

設
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施設

大分類
施設中分類 № 施設名称

総延床面積

（㎡）
建築年 構造 棟数

社会福祉施設 38 ふれあいセンター久喜 4,649.73 1998 RC造 2

社会福祉施設 39 健康福祉センター（くりむ） 1,995.91 1997 RC造 1

障がい者福祉施設 40 けやきの木 350.27 1995 S造 2

障がい者福祉施設 41 くりの木 287.92 1999 LGS造 1

障がい者福祉施設 42 ゆう・あい 291.49 2001 LGS造 1

障がい者福祉施設 43 あゆみの郷 495.37 2012 S造 1

障がい者福祉施設 44 いちょうの木 784.64 1984 S造 1

障がい者福祉施設 45 のぞみ園 112.62 2002 W造 1

高齢者福祉施設 46 菖蒲老人福祉センター 917.11 1980 RC造 3

高齢者福祉施設 47 鷲宮福祉センター 1,298.78 1976 S造 6

高齢者福祉施設 48 彩嘉園 362.71 1996 LGS造 1

養護老人ホーム 49 偕楽荘 2,963.88 2000 RC造 3

幼稚園 50 中央幼稚園 885.00 1975 RC造 2

幼稚園 51 栗橋幼稚園 1,098.00 2006 S造 1

保育所 52 さくら保育園 999.10 2014 S造 1

保育所 53 すみれ保育園 1,116.42 2013 S造 1

保育所 54 ひまわり保育園 836.00 2008 S造 1

保育所 55 あおば保育園 574.36 1977 S造 2

保育所 56 中央保育園 552.00 1979 RC造 1

保育所 57 中央保育園分園 166.00 1975 RC造 1

放課後児童クラブ 58 つばめクラブ 162.92 1999 LGS造 2

放課後児童クラブ 59 さくらっこクラブ 179.93 1999 LGS造 2

放課後児童クラブ 60 たんぽぽクラブ 125.99 1974 RC造 1

放課後児童クラブ 61 あおばっこクラブ 270.83 1974 RC造 1

放課後児童クラブ 62 あおげわくわくクラブ 179.93 1999 LGS造 2

放課後児童クラブ 63 北斗キッズクラブ 119.24 2001 LGS造 1

放課後児童クラブ 64 久喜児童クラブ 199.75 2008 W造 1

放課後児童クラブ 65 江面児童クラブ 32.00 1977 RC造 1

放課後児童クラブ 66 清久もみじクラブ 64.00 1974 RC造 1

放課後児童クラブ 67 菖蒲東学童クラブ 86.50 1983 RC造 2

放課後児童クラブ 68 小林・栢間学童クラブ 117.71 2014 S造 1

放課後児童クラブ 69 菖蒲学童クラブ 90.95 1979 RC造 2

放課後児童クラブ 70 三箇学童クラブ 92.54 1984 RC造 2

放課後児童クラブ 71 鷲宮学童クラブ 117.71 2014 S造 1

放課後児童クラブ 72 東鷲宮学童クラブ 321.90 2015 S造 2

放課後児童クラブ 73 鷲宮中央学童クラブ 124.60 2000 S造 1

放課後児童クラブ 74 桜田小学校学童クラブ 561.43 2018 S造 1

放課後児童クラブ 75 上内学童クラブ 96.00 1971 RC造 1

放課後児童クラブ 76 くりっ子放課後児童クラブ 306.75 2016 S造 1

放課後児童クラブ 77 風の子学童保育クラブ・風の子南学童保育クラブ 213.60 1989 SP造 1

放課後児童クラブ 78 しずか学童クラブ 99.00 1989 S造 1

放

課

後

児

童

ク

ラ

ブ

幼

稚

園

・
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所

福
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施設

大分類
施設中分類 № 施設名称

総延床面積

（㎡）
建築年 構造 棟数

児童センター・児童館 79 児童センター 550.80 1990 RC造 1

児童センター・児童館 80 鷲宮児童館 503.68 1983 RC造 2

ファミリー・サポート・センター 81 ファミリー・サポート・センター 92.89 1998 RC造 1

ファミリー・サポート・センター 82 ファミリー・サポート・センター菖蒲 32.02 1988 SRC造 1

ファミリー・サポート・センター 83 ファミリー・サポート・センター栗橋 7.80 2006 RC造 1

ファミリー・サポート・センター 84 ファミリー・サポート・センター鷲宮 35.43 2012 LGS造 1

地域子育て支援センター 85 久喜地域子育て支援センター（ぽかぽか） 70.00 2008 S造 1

地域子育て支援センター 86 栗橋地域子育て支援センター（くぷる） 279.68 2006 RC造 1

地域子育て支援センター 87 鷲宮地域子育て支援センター（すまいる） 273.98 2012 LGS造 1

小学校 88 久喜小学校 6,558.00 1979 RC造 8

小学校 89 太田小学校 8,071.00 1973 RC造 12

小学校 90 江面第一小学校 4,220.00 1977 RC造 8

小学校 91 江面第二小学校 2,776.00 1978 RC造 5

小学校 92 清久小学校 4,518.00 1975 RC造 6

小学校 93 本町小学校 7,607.00 1974 RC造 6

小学校 94 青葉小学校 7,540.17 1974 RC造 13

小学校 95 青毛小学校 6,039.00 1980 RC造 9

小学校 96 久喜東小学校 5,688.00 1983 RC造 6

小学校 97 久喜北小学校 5,298.00 1995 RC造 5

小学校 98 菖蒲小学校 4,798.00 1979 RC造 11

小学校 99 小林小学校 3,090.00 1976 RC造 12

小学校 100 三箇小学校 3,529.00 1970 RC造 10

小学校 101 栢間小学校 3,463.00 1977 RC造 10

小学校 102 菖蒲東小学校 3,895.00 1983 RC造 8

小学校 103 栗橋小学校 6,275.00 1984 RC造 10

小学校 104 栗橋西小学校 4,589.00 1986 RC造 8

小学校 105 栗橋南小学校 6,275.00 1997 RC造 11

小学校 106 鷲宮小学校 4,394.00 1971 RC造 5

小学校 107 桜田小学校 6,688.00 1983 RC造 8

小学校 108 上内小学校 8,397.00 1971 RC造 10

小学校 109 砂原小学校 4,589.00 1976 RC造 6

小学校 110 東鷲宮小学校 5,373.00 1991 RC造 6

中学校 111 久喜中学校 10,553.00 1982 RC造 6

中学校 112 久喜南中学校 6,773.00 2007 RC造 9

中学校 113 久喜東中学校 8,638.00 1976 RC造 11

中学校 114 太東中学校 8,063.00 1985 RC造 9

中学校 115 菖蒲中学校 7,884.00 1983 RC造 8

中学校 116 菖蒲南中学校 5,142.00 1972 RC造 11

中学校 117 栗橋東中学校 6,615.00 1979 RC造 7

中学校 118 栗橋西中学校 5,382.00 1982 RC造 6

中学校 119 鷲宮中学校 8,711.00 1968 RC造 13

中学校 120 鷲宮東中学校 7,133.00 1982 RC造 5

中学校 121 鷲宮西中学校 5,473.00 1985 RC造 6

給食センター 122 菖蒲学校給食センター 1,639.00 2005 S造 2

給食センター 123 鷲宮第1・2学校給食センター 1,627.00 1974 S造 5

学

校

教

育

系

施

設

子

育

て

支

援

施

設
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施設

大分類
施設中分類 № 施設名称

総延床面積

（㎡）
建築年 構造 棟数

資料館 124 郷土資料館 1,527.03 1997 RC造 1

図書館 125 中央図書館 1,283.06 1987 RC造 1

図書館 126 菖蒲図書館 1,003.00 1998 RC造 1

図書館 127 栗橋文化会館図書室 257.26 1994 RC造 1

図書館 128 鷲宮図書館 1,121.00 1997 RC造 1

体育館 129 総合体育館第1体育館（毎日興業アリーナ 久喜　メインアリーナ） 7,989.22 1993 RC造 1

体育館 130 総合体育館第2体育館（毎日興業アリーナ 久喜　サブアリーナ） 1,573.80 1984 RC造 1

体育館 131 鷲宮体育センター 1,104.53 1982 S造 1

屋外プール 132 市民プール 840.90 1990 RC造 1

屋内プール 133 菖蒲温水プール（アクレ） 1,804.36 1998 RC造 1

屋外プール 134 栗橋Ｂ＆Ｇ海洋センター 2,154.00 1988 RC造 1

屋内プール 135 鷲宮温水プール 1,783.48 1992 RC造 1

その他スポーツ施設 136 南栗橋近隣公園テニス場管理棟 125.54 1999 W造 2

その他スポーツ施設 137 菖蒲運動公園管理棟 182.76 2019 W造 1

産業系施設 138 緑風館（しみん農園久喜） 564.88 1999 S造 4

産業系施設 139 ウインターハウス・こがらしっこ館（しみん農園菖蒲） 273.02 1993 W造 3

産業系施設 140 農村センター 320.38 1978 S造 2

産業系施設 141 農業者トレーニングセンター 1,408.10 1984 S造 1

産業系施設 142 勤労福祉センター 233.97 1992 S造 1

産業系施設 143 労働会館（あやめ会館） 1,007.05 1990 RC造 1

産業系施設 144 花と香りのふれあいセンター（あおぞら） 256.08 2002 LGS造 2

文化会館 145 久喜総合文化会館 8,167.37 1987 RC造 1

文化会館 146 菖蒲文化会館（アミーゴ） 3,458.06 1998 RC造 1

文化会館 147 栗橋文化会館（イリス） 3,285.19 1994 RC造 1

集会所 148 東町集会所 107.43 1973 LGS造 1

集会所 149 太田集会所 336.62 1978 S造 1

集会所 150 本町集会所 124.19 1977 W造 1

集会所 151 栗原記念会館 370.96 1979 S造 2

集会所 152 花みずき会館 638.00 1995 RC造 1

集会所 153 地域交流センター 458.23 1974 S造 3

教育集会所 154 野久喜集会所 167.27 1975 W造 2

教育集会所 155 内下集会所 80.97 1992 W造 1

隣保館・児童館 156 しょうぶ会館 1,159.43 1985 RC造 2

公民館 157 中央公民館 2,112.16 1991 RC造 1

公民館 158 青葉公民館 376.69 1974 RC造 1

公民館 159 南公民館 320.38 1978 S造 2

公民館 160 清久コミュニティセンター・西公民館 1,278.42 2001 RC造 1

公民館 161 東公民館 1,199.20 1995 RC造 1

公民館 162 森下公民館 1,032.30 1991 RC造 1

公民館 163 栗橋公民館 3,071.40 1964 RC造 7

公民館 164 鷲宮公民館 1,602.04 1979 RC造 4

コミュニティセンター・生涯学習施設 165 菖蒲コミュニティセンター 879.84 1988 SRC造 1

コミュニティセンター・生涯学習施設 166 栗橋コミュニティセンター（くぷる） 986.62 2006 S造 1

コミュニティセンター・生涯学習施設 167 鷲宮東コミュニティセンター（さくら） 1,440.56 1980 RC造 1

コミュニティセンター・生涯学習施設 168 鷲宮西コミュニティセンター（おおとり） 1,538.39 1993 RC造 1

コミュニティセンター・生涯学習施設 169 栗橋いきいき活動センターしずか館 5,239.52 1978 RC造 6
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※複数の棟で構成される施設の場合、「建築年」及び「構造」は、施設を構成する主要な 1棟の情報を掲載してい

ます。 

※「構造」欄の「SRC 造」は「鉄筋鉄骨コンクリート造」、「RC 造」は「鉄筋コンクリート造」、「PC 造」は「プレ

キャスト鉄筋コンクリート造」、「S 造」は「鉄骨造」、「LGS 造」は「軽量鉄骨造」、「W 造」は「木造」を意味し

ます。  

施設

大分類
施設中分類 № 施設名称

総延床面積

（㎡）
建築年 構造 棟数

市営住宅 170 市営住宅柳島団地 951.93 1974 RC造 1

市営住宅 171 市営住宅松永団地 522.18 1970 PC造 4

普通財産 172 東京理科大学跡地（旧特別教室棟） 2,337.75 1997 RC造 1

普通財産 173 剣道場 118.93 1967 W造 1

普通財産 174 パークタウン集会所 59.61 1986 W造 1

普通財産 175 パークタウン第2集会所 71.38 1986 W造 1

普通財産 176 パークタウン第3集会所 71.80 1993 W造 1

普通財産 177 パークタウン北2丁目集会所 68.96 1995 W造 1

普通財産 178 旧森下福祉館 163.62 1983 S造 1

普通財産 179 旧森下福祉館ふれあい交流室 51.77 1997 S造 1

普通財産 180 野々宮ふれあいレストハウス 49.68 1994 W造 1

普通財産 181 柴山小塚ふるさと会館 49.68 1996 S造 1

普通財産 182 旧栗橋第一幼稚園 904.78 1971 W造 7

普

通

財

産

市

営

住

宅
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第２章 適正化に向けた現状整理 

 公共施設をとりまく概況 

人口動向 

① 人口の推移 

本市では、東京圏の住宅供給地として発展してきたことを背景に、昭和 55（1980）年に 114,920

人だった人口が、平成 17（2005）年には 154,684 人まで増加しましたが、これをピークに減少に

転じ、平成 27（2015）年は 152,311 人となっています。 

本市が平成 28（2016）年 3月に策定した「久喜市人口ビジョン」における人口の将来展望（目

指すべき人口）では、令和 42（2060）年における人口を 110,359 人と推計していますが、これは

平成 27（2015）年と比較して、約 27.5％減となります。 

年齢階層別の人口構成割合をみると、昭和 55（1980）年に全人口の 27.9％を占めていた年少人

口（15 歳未満）が、令和 42（2060）年には 13.7％まで縮小する一方で、老年人口（65 歳以上）

は 6.6％から 35.8％まで大幅に増加することが見込まれています。また、生産年齢人口にも大き

な変化が生じ、昭和 55（1980）年に全人口の 65.5％を占めていた生産年齢人口（15～64 歳）が、

令和 42（2060）年時点では 50.5％にまで縮小することが見込まれています。 

平成 27（2015）年時点では、65 歳以上の高齢者 1人を生産年齢世代の約 2.3 人で支えている状

態であるのに対し、令和 42（2060）年時点では、生産年齢世代の約 1.4 人で高齢者 1人を支える

こととなり、社会保障関連経費の財政負担の増加や、公共施設等の利用需要にも変化が生じるこ

とが想定されます。 

 
※資料）国勢調査（昭和 55（1980）～平成 27（2015）年）、久喜市人口ビジョン（令和 2（2020）～

令和 42（2060）年） 

※平成 27（2015）年度人口は国勢調査に基づく。住民基本台帳における令和 2（2020）年 4月 1日現

在の人口は 152,863 人。 

図 ２-１ 本市全体の人口推移と将来展望（昭和 55（1980）～令和 42（2060）年） 
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② 地区別（旧１市３町別）の人口動向 

地区別（旧 1市 3町別）の人口構成では、平成 27（2015）年現在、久喜地域が 68,142 人と市全

体の 44.7％を占めており、次いで鷲宮地区（24.9％）、栗橋地区（17.5％）、菖蒲地区（12.9％）

と続きます。 

近年の推移では、鷲宮地区のみが増加し、栗橋地区は横ばい、久喜地区及び菖蒲地区は減少が

続いている状況です。鷲宮地区の増加傾向は、東鷲宮駅周辺での住宅開発による人口流入が主な

要因として挙げられます。また栗橋地区においても、都内への交通利便性の高さを背景に、今後

人口は横ばい若しくはゆるやかな増加傾向となることが見込まれます。 

 

※資料）各年度国勢調査 

図 ２-２ 地区別（旧１市３町別）人口の推移（平成 17（2005）年～平成 27（2015）年） 

 

財政の状況 

① 歳入の推移と見込み 

歳入の状況をみると、各年度決算において、市税が全体の 40％前後を占めており、平成 23（2011）

年度から令和元（2019）年度普通会計の歳入決算額の平均は、約 500 億円となっています。 

「久喜市中期財政計画（令和 2（2020）年 3 月改定）」における令和 2（2020）年度から令和 6

（2024）年度の財政見通しによると、市税のうち法人市民税については、令和元（2019）年度の

税率改正を背景に、収入の減少が見込まれています。また地方交付税については、合併に伴う算

定の特例（合併算定替）が令和元（2019）年度で終了しています。 
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※資料）決算額：各年度決算書、推計額：久喜市中期財政計画（令和 2（2020）年 3月） 

図 ２-３ 歳入の推移と見込み 

 

② 歳出の推移と見込み 

歳出は、法令あるいはその性質上支出が義務づけられる義務的経費と、支出の効果が資本形成

に向けられ、道路や公共施設など将来に残るものに支出される投資的経費、その他の経費に大別

されます。 

本市の歳出の状況は、特に義務的経費における扶助費が年々増加傾向にあり、令和元（2019）

年度は、平成 23（2011）年度と比較して、約 56億円の増加（12.9％増）となっています。 

一方、公共施設等の整備に投資される普通建設事業費をみると、年度によって支出額の変動は

あるものの、年間約 30 億円から約 66 億円の歳出で推移しており、平均は約 42 億円となっていま

す。 

「久喜市中期財政計画（令和 2（2020）年 3 月改定）」における令和 2（2020）年度から令和 6

（2024）年度の財政見通しによると、人件費は、令和 2（2020）年度からの会計年度任用職員の制

度化を背景に増加が見込まれているほか、扶助費についても特に少子化対策費の増加が見込まれ

ています。普通建設事業費の今後の見通しは、新市基本計画に基づく合併推進事業及びその他の

普通建設事業などを見込み、増加するものと推計されています。 
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※資料）決算額：各年度決算書、推計額：久喜市中期財政計画（令和 2（2020）年 3月） 

図 ２-４ 歳出の推移と見込み 

 

③ 普通建設事業費の推移と将来推計 

本市における過去 5年間（平成 26（2014）年度～平成 30（2018）年度）における公共施設等の

整備（更新整備、新規整備、用地取得）に係る投資額の実績（普通建設事業費）は下表に示すとお

りです。過去 5年間の年間平均額をみると、公共施設等全体に対しては約 42.7 億円であり、その

内訳は本計画の対象となる公共建築物に対しては約 27.2 億円（約 63.7％）、インフラ施設（道路・

橋りょう）に対しては約 15.5 億円（36.3％）となっています。 

表 ２-１ 過去 5年間における普通建設事業費実績 

単位：千円 

科目／年度 

H26 

（2014） 

年度 

H27

（2015） 

年度 

H28

（2016） 

年度 

H29

（2017） 

年度 

H30

（2018） 

年度 

H26～H30 

平均 

①普通建設事業費 4,199,294 5,052,869 3,128,960 6,197,025 2,749,712 4,265,572 

②公共建築物に係る投資 2,818,323 4,704,595 1,167,809 3,102,355 1,804,708 2,719,558 

  更新整備 1,514,045 3,208,308 729,679 1,743,319 1,114,248 1,661,920 

  新規整備 834,409 1,221,347 400,403 208,666 598,788 652,723 

  用地取得 469,869 274,940 37,727 1,150,370 91,672 404,916 

③インフラ施設（道路・橋りょう） 

に係る投資 
1,380,971 348,274 1,961,151 3,094,670 945,004 1,546,014 

  更新整備 255,505 245,452 460,715 561,826 510,961 406,892 

  新規整備 840,353 65,605 1,218,301 2,340,115 291,678 951,210 

  用地取得 285,113 37,217 282,135 192,729 142,365 187,912 
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扶助費、人件費、公債費にて構成される義務的経費は、任意での削減が難しく、極めて硬直的

な経費とされています。そのため、税収の増加が期待できず財政規模の縮小が見込まれる中で、

増え続ける扶助費に対応するためには、公共施設の整備等を抑制し、普通建設事業費をはじめと

する投資的経費を削減することが方策の一つとして考えられます。 

今後、限られる財源の中で、普通建設事業費をどれだけ捻出することができるかを捉えるため

には、将来的な人口構造の変化による歳入及び歳出への影響を考慮することが必要となります。 

そこで、歳入については特に生産年齢人口の減少が大きな影響を及ぼすと考えられる市民税（個

人）の変動を、歳出については従属人口（年少人口及び老年人口）の変化が大きな影響を及ぼす

と考えられる扶助費の変動を踏まえたうえで、以下に示す式により、計画期間内における普通建

設事業費の推計を行いました。 

なお、推計にあたっては、普通建設事業費全体における公共建築物及びインフラの歳出の構成

割合は、過去 5年間の平均を維持するものと仮定します。 

普通建設事業費の推計値 

＝ （過去 5 年間の普通建設事業費の平均値） －  

    {（過去 5 年間の市民税（個人）平均値） － （市民税（個人）推計値）} 

× 過去 5 年間の投資的経費・その他の経費に占める普通建設事業費の割合   － 

           

   ｛（扶助費推計値） － （過去 5 年間の扶助費平均値）｝ 

      × 過去 5 年間の投資的経費・その他の経費に占める普通建設事業費の割合 

         

推計の結果は以下のとおりです。 

① 市民税（個人）の推計 

・平成 26（2014）年～平成 30（2018）年の市民税（個人）の平均額（実績値）：約 85.5 億円/年 

・令和元（2020）年～令和 37（2055）年の市民税（個人）平均額（推計値）：約 67.0 億円/年 

・平成 26（2014）年～平成 30（2018）年の歳出決算における普通建設事業費の割合：約 18.1％ 

※（実績値 － 推計値）× 過去 5 年間の投資的経費・その他の経費に占める普通建設事業費の割合 

＝ 約 3.3 億円/年（歳入の減少） 

② 扶助費の推計 

・平成 26（2014）年～平成 30（2018）年の扶助費の平均額（実績値）：約 112.7 億円/年 

・令和元（2020）年～令和 37（2055）年の扶助費の平均額（推計値）：約 116.9 億円/年 

※（推計値 － 実績値）× 過去 5 年間の投資的経費・その他の経費に占める普通建設事業費の割合 

  ＝ 0.8 億円/年（歳出の増加） 

③ ①②を踏まえた普通建設事業費の推計 

・平成 26（2014）年～平成 30（2018）年の普通建設事業費の平均額（実績値）：約 42.7 億円/年 

・令和元（2020）年～令和 37（2055）年の普通建設事業費の平均額（推計値）：約 38.6 億円/年 

※実績値 － 推計値 ＝ 約 4.1 億円/年（歳出の減少） 公共施設全体 

                    約 2.6 億円/年（歳出の減少） 公共建築物 

                    約 1.5 億円/年（歳出の減少） インフラ施設 

生産年齢人口の減少による市税収入の減少分 

従属人口（年少人口及び老年人口）の増加による扶助費の増加分 
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図 ２-５ 普通建設事業費の推計結果 

 

計画期間内における公共施設等全体に対する普通建設事業費は、平均すると過去 5 年間の実績

値から 1 年あたり約 4.1 億円、公共建築物においては約 2.6 億円が不足する結果となりました。

ここから、これまでと同水準の費用を公共施設等の整備に充て続けることは困難であることが推

察されます。 

また、計画期間第 1 期（令和 3（2021）年～令和 11（2029）年における公共建築物の普通建設

事業費の推計値は、総額約 231.6 億円、1 年あたりの平均は約 25.7 億円/年となりますが、これ

は過去 5年間の実績値である 27.2 億円/年の約 94％に留まっています。 

今回の推計にあたっては、普通建設事業費における公共建築物及びインフラ施設の歳出の構成

割合は過去 5 年間と同水準のまま推移するものと仮定しましたが、インフラ施設は建築物と異な

り、統廃合や複合化などの多様な方策がなく対策が限られているとともに、市民の生命や生活の

安全性に直結することから保全のための財源確保は極めて重要であることを踏まえると、公共建

築物の維持管理のための財源の捻出は、これまで以上に厳しさを増すことが見込まれます。 
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公共施設の現状 

① 過去の整備状況 

本市では、昭和 50（1975）年代から昭和 60（1985）年代初頭にかけて、公共施設が集中して整

備されてきました。特に学校教育系施設の多くは、昭和 55（1980）年代までに整備が完了してい

ます。近年は小規模ではあるものの、保育所や放課後児童クラブなど、子育て支援に関わる施設

を中心に整備が進められています。 

 
※令和 2（2020）年 3月 31 日時点 

図 ２-６ 公共建築物の建築年別整備状況 

② 施設分類別所有状況 

施設分類別の延床面積の状況をみると、学校教育系施設が対象施設全体の約60％を占めており、

次いで市民文化系施設（11.4％）、行政系施設（10.4％）、スポーツ施設（5.1％）と続きます。 

  
図 ２-７ 施設分類別所有状況 
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行政系施設

消防団器具置場
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市営住宅

普通財産

延床面積累計

新耐震基準（昭和57（1982）年以降）

211,932.27㎡（61.3％）

旧耐震基準（昭和56（1981）年以前）

134,069.77㎡（38.8％）

学校教育系施設

59.9%

市民文化系施設

11.4%
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182施設
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約346,002.04㎡

※令和 2（2020）年 3月 31 日時点 
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③ 経過年数別所有状況 

一般的に建築物は、建築後 30年を経過すると、老朽化の進行により大規模な改修を要するとさ

れています。 

本計画の対象施設のうち、令和 2（2020）年時点で建築後 30 年を超過する施設の割合は、全体

の 71.7％であり、施設の老朽化が着実に進行していることがわかります。 

施設分類（大分類）別に建築後の経過年数をみると、医療・保健施設及び市営住宅は、築 30年

以上の割合が 100％となっており、次いで学校教育系施設が 84.7％、行政系施設が 68.1％、産業

系施設が 67.3％、市民文化系施設が 60.4％と続きます。 

 

表 ２-２ 施設分類別・経過年数別所有状況 

 

※令和 2（2020）年 3月 31 日時点 

※四捨五入等の関係により、内訳と合計が一致しない場合がある。 

 

④ 残存年数別所有状況 

建築物には、使用可能期間である耐用年数が定められています。耐用年数に到達するまでの残

存年数を把握することで、建築物の老朽化状況に加えて、既に建替の時期を迎えている施設の総

量や、建替の到来時期の目安を把握することができます。 

令和 2（2020）年時点において既に耐用年数を超過する施設の割合は全体の 1％に留まるものの、

消防団器具置場及び普通財産においては、全体の四分の一以上が耐用年数を超過しています。ま

た、残存年数が 30 年以上の割合をみると、子育て支援施設、図書館・資料館、スポーツ施設の順

に高い割合を示しています。一方で、特に学校教育系施設については、残存年数が 30 年以上の割

合は 15.2％と低い割合を示していることから、分類内の多くの建築物が計画期間内に建替の時期

を迎えることとなります。 

施設大分類 10年未満
10年以上

20年未満

20年以上

30年未満

30年以上

40年未満
40年以上 築30年超

行政系施設 0.2% 0.0% 31.7% 34.2% 33.9% 68.1%

消防団器具置場 0.0% 17.6% 36.4% 20.7% 25.3% 46.0%

医療・保健施設 0.0% 0.0% 0.0% 83.7% 16.3% 100.0%

福祉施設 3.6% 2.8% 73.0% 6.1% 14.6% 20.7%

幼稚園・保育所 34.0% 31.1% 0.0% 0.0% 35.0% 35.0%

放課後児童クラブ 38.4% 10.5% 13.5% 14.6% 22.9% 37.5%

子育て支援施設 16.8% 19.4% 10.2% 53.7% 0.0% 53.7%

学校教育系施設 1.4% 3.9% 9.9% 37.6% 47.1% 84.7%

図書館・資料館 0.0% 0.0% 75.3% 24.7% 0.0% 24.7%

スポーツ施設 1.0% 0.0% 66.6% 32.3% 0.0% 32.3%

産業系施設 0.0% 7.3% 25.4% 59.4% 7.9% 67.3%

市民文化系施設 0.0% 5.7% 33.8% 28.5% 31.9% 60.4%

市営住宅 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%

普通財産 0.0% 0.0% 67.1% 7.5% 25.4% 32.9%

構成比率（計） 2.18% 4.06% 22.08% 33.7% 37.9% 71.7%
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表 ２-３ 施設分類別・残存年数別所有状況 

 
※耐用年数は、本計画 55 頁「表 4-8」に示す「標準耐用年数」を使用しています。 

 

⑤ 埼玉県内同規模自治体との比較 

市民 1人あたりにおける公共施設の所有量は、2.34 ㎡/人ですが（※1）、これは埼玉県内の同規

模自治体（※2）平均 2.22 ㎡/人を上回っており、特に非合併自治体平均 2.04 ㎡/人と比較すると

高い水準にあります。 

※1）公共施設延床面積は公共施設状況調（平成 29（2017）年）、人口は国勢調査（平成 27（2015）年）に基づく。 

※2）総務省は市町村（特別区及び一部事務組合等を除く）を団体規模別に分類しているが、本市と同様に「中都

市」に分類される市町村を同規模自治体として定義する。なお「中都市」とは、都市（政令指定都市、中核市

及び施行時特例市以外の市が該当）のうち、人口 10 万人以上の市のことを指す。 

 

図 ２-８ 埼玉県内同規模自治体との比較（市民 1人あたり延床面積） 

施設大分類 30年以上
20年以上

30年未満

10年以上

20年未満
10年未満

耐用年数

超過

行政系施設 51.1% 39.9% 8.9% - 0.1%

消防団器具置場 54.0% 13.6% - 7.1% 25.3%

医療・保健施設 - 83.7% 16.3% - -

福祉施設 71.2% 15.0% 12.0% 0.5% 1.4%

幼稚園・保育所 65.0% - 35.0% - -

放課後児童クラブ 43.6% 21.0% 29.4% 6.0% -

子育て支援施設 76.2% 23.8% - - -

学校教育系施設 15.2% 41.8% 39.7% 2.8% 0.5%

図書館・資料館 75.3% 24.7% - - -

スポーツ施設 71.8% 27.5% 0.6% - -

産業系施設 41.5% 43.3% 15.0% - 0.2%

市民文化系施設 39.4% 31.8% 21.2% 5.8% 1.8%

市営住宅 - - 91.5% 8.5% -

普通財産 62.2% 4.1% 5.0% 3.3% 25.4%

構成比率（計） 30.1% 37.0% 29.4% 2.5% 1.0%
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合併団体平均：2.60㎡/人

中都市（埼玉県）平均：2.22㎡/人

非合併団体平均：2.04㎡/人

久喜市：2.34㎡/人
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⑥ 地区別（旧１市３町別）所有状況 

地区別に整備される延床面積の総量をみると、久喜地区、鷲宮地区、栗橋地区、菖蒲地区の順

となっていますが、これは各地区の人口総数に対応した順となっています。 

施設分類別に各地区の所有状況をみると、幼稚園・保育所、産業系施設、市営住宅を除く全て

の分類の施設がそれぞれの地区に配置されています。学校教育系施設や市民文化系施設など、地

域を主な圏域とする施設数が多い傾向にある一方で、行政系施設や医療・保健施設、図書館・資

料館など、本来は全市域に 1箇所程度の配置が一般的である施設が複数配置されていることから、

一部の施設分類については、配置の重複が生じています。 

 

表 ２-４ 地区別所有状況（延床面積、施設数） 

 

  

施設大分類 久喜地区 菖蒲地区 栗橋地区 鷲宮地区 計

行政系施設 19,731.34 5,055.88 4,175.32 6,989.66 35,952.20

行政系施設 4 1 1 1 7

消防団器具置場 605.05 273.39 330.31 214.21 1,422.96

消防団器具置場 10 5 6 4 25

医療・保健施設 1,200.10 716.36 1,021.05 572.60 3,510.11

医療・保健施設 2 1 1 1 5

福祉施設 8,861.14 1,279.82 2,283.83 2,085.64 14,510.43

福祉施設 5 2 2 3 12

幼稚園・保育所 5,128.88 0.00 1,098.00 0.00 6,226.88

幼稚園・保育所 7 0 1 0 8

放課後児童クラブ 1,334.59 387.70 619.35 1,221.64 3,563.28

放課後児童クラブ 9 4 3 5 21

子育て支援施設 713.69 32.02 287.48 813.09 1,846.28

子育て支援施設 3 1 2 3 9

学校教育系施設 92,342.17 33,440.00 29,136.00 52,385.00 207,303.17

学校教育系施設 14 8 5 9 36

図書館・資料館 1,283.06 1,003.00 257.26 2,648.03 5,191.35

図書館・資料館 1 1 1 2 5

スポーツ施設 10,403.92 1,987.12 2,279.54 2,888.01 17,558.59

スポーツ施設 3 2 2 2 9

産業系施設 1,119.23 2,688.17 0.00 256.08 4,063.48

産業系施設 3 3 0 1 7

市民文化系施設 15,656.92 6,529.63 12,582.73 4,661.96 39,431.24

市民文化系施設 13 4 4 4 25

市営住宅 951.93 0.00 522.18 0.00 1,474.11

市営住宅 1 0 1 0 2

普通財産 2,728.43 314.75 904.78 0.00 3,947.96

普通財産 6 4 1 0 11

計 162,060.45 53,707.84 55,497.83 74,735.92 346,002.04

81 36 30 35 182

H31.3.1現在人口 67,767 19,490 27,593 38,719 153,569
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公共施設の将来費用推計 

総合管理計画において、平成 27（2015）年度から令和 36（2054）年度の 40 年間における公共

施設等全体（公共建築物及びインフラ施設）に必要な費用は 3,811.8 億円、1年あたりの平均額は

約 95.3 億円と試算されています。 

本計画の対象施設は公共建築物に限られるとともに、総合管理計画の策定時より施設総量にも

若干の差異が生じていることから、次に示す条件で、今後 35年間（令和 3（2021）年度～令和 37

（2055）年度）における公共建築物の将来更新費用を再計算しました。 

 

 

試算条件 

・建築物の用途、構造に関わらず、新規整備後 30 年で大規模改修（実施期間 2 年）、60 年で更新（実施

期間 2 年）とする。 

・現時点で上記年数を経過している費用は、計画期間内の年度には配分せず、別途「積み残し」として計上（※） 

※総合管理計画では、計画期間内の直近 10 年間に分散して費用を計上 

 

試算の結果、今後 35年間における公共建築物の将来費用は約 1,515.7 億円、1年あたりの平均

額は約 43.3 億円との結果が得られました。これは、過去 5年間における普通建設事業費の平均額

約 27.2 億円/年の約 1.6 倍に該当するとともに、その差額は約 16.1 億円/年となります。 

また、直近にかかる改修の積み残しの費用が約 290.0 億円であり、これは過去 5 年間における

普通建設事業費の約 10.7 倍と、これまでの年間予算を大幅に超過することとなります。 
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図 ２-９ 総合管理計画の試算条件に基づく将来更新費用の推計 

 

積み残し費用 

約 290.0 億円 

将来 35 年間の更新費用（公共建築物） 
約 1,515.7 億円 

将来 35 年間の更新費用（公共建築物） 
平均額 約 43.3 億円/年 

過去 5 年間の普通建設事業費（公共建築物） 
平均額 約 27.2 億円 

（億円） 
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良好 

 個別施設の状態等 

劣化状況調査 

本計画の対象施設のうち、建築後 10 年以上かつ延床面積が 200 ㎡以上の建築物を対象として、

「久喜市公共施設劣化状況調査マニュアル」に基づき、表に示す項目について、目視による劣化

状況調査を実施しました。 

※1）劣化状況調査の詳細は、別途、「劣化状況調査結果報告書」にとりまとめています。 
※2）劣化状況調査は、令和元（2019）年 8月～10 月に実施しました。 

表 ２-５ 劣化状況調査における主な調査項目 

部位・設備等 主な調査項目 

構造部 ひび割れ、さび汁、白華、鉄筋露出、欠損等 

建築部位 

 

屋根・屋上 
屋上床面のひび割れ・浮き・剥離・摩耗等、目地・シーリング材の損傷等、
排水溝・排水口・雨樋のつまり等 

外壁 
外壁仕上げ材の剥落・白華・ひび割れ・浮き・錆・変形等、目地・シーリン
グ材の損傷等 

内部 
天井・壁の漏水跡、天井・壁・床の仕上げ材の浮き・たわみ・ひび割れ・剥
落・損傷等 

機械設備 給排水設備、空調・換気設備、衛生設備、消防設備の不具合等 

電気設備 受変電設備、照明器具の不具合等 

 

劣化度評価 

劣化度評価は、劣化状況調査項目を、表に示す評価基準に基づき、4段階（A～D）で評価してい

ます。 

表 ２-６ 劣化度評価基準 

 
評価 基準 

修繕等の 

優先度 

 A おおむね良好 低 

 B 部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし） 普通 

 C 広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合発生の兆し） 優先 

 

D 

早急に対応する必要がある 

（安全上、機能上、問題あり） 

（躯体の耐久性に影響を与えている） 

（設備が故障し、施設運営に支障を与えている）等 

最優先 

 

劣化度評価の結果 

① 総合評価点 

劣化度評価の結果は、次表に示すとおりです。 

  

劣化 
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表 ２-７ 劣化度評価結果（棟別） 

施設

大分類
№ 施設名称 棟名称 構造 建築年 経過年

延床面積

（㎡）
構造部

屋根

屋上
外壁 内部

機械

設備

電気

設備

総合劣化度

評価点

1 久喜市役所 庁舎 ＳＲＣ造 1980 40 7089.07 A A B C A A 812.0

2 久喜市役所第二庁舎 第二庁舎 ＲＣ造 1980 40 921.06 B A B B A A 797.0

3 菖蒲総合支所 菖蒲総合支所庁舎 ＳＲＣ造 1988 32 4148.97 B C A C B B 658.0

4 栗橋総合支所 栗橋総合支所庁舎 ＳＲＣ造 1972 48 2507.93 C B B C C C 506.0

5 栗橋総合支所 栗橋総合支所第二庁舎 Ｓ造 1997 23 606.77 C B C B B B 577.1

6 鷲宮総合支所 鷲宮総合支所庁舎 ＳＲＣ造 1990 30 6345.40 C C C C B B 472.0

7 公文書館 公文書館 ＲＣ造 1993 27 1679.62 A A B A B A 873.0

8 東京理科大学跡地（旧普通教室棟） 旧普通教室棟 ＲＣ造 1993 27 8786.13 B B C B B B 653.0

9 久喜支団第一分団第一部 器具置場 ＬＧＳ造 1981 39 50.88 B B C B B B 605.0

10 久喜支団第一分団第二部 器具置場 Ｓ造 1986 34 51.15 C C C B B B 478.2

11 久喜支団第一分団第三部 器具置場 Ｓ造 1995 25 62.96 B A B B B B 761.8

12 久喜支団第二分団第一部 器具置場 Ｓ造 1989 31 49.05 C C B B B B 556.1

13 久喜支団第二分団第二部 器具置場 Ｓ造 1991 29 57.00 B B C B B B 631.3

14 久喜支団第三分団第一部 器具置場 Ｓ造 2008 12 86.40 B A A B A B 871.1

15 久喜支団第三分団第二部 器具置場 ＬＧＳ造 1985 35 50.06 B B B B B B 685.5

16 久喜支団第三分団第三部 器具置場 Ｓ造 2007 13 86.40 A A B A A A 918.4

17 久喜支団第四分団第一部 器具置場 Ｓ造 1999 21 62.10 A A A B B B 872.4

18 久喜支団第四分団第二部 器具置場 Ｓ造 1992 28 49.05 B C B B B B 633.9

19 鷲宮支団第一分団第一部 器具置場 Ｓ造 1986 34 45.90 B C C B B B 548.2

20 鷲宮支団第一分団第二部 器具置場 ＬＧＳ造 1979 41 46.56 C B C C C C 430.0

21 鷲宮支団第二分団第一部 器具置場 Ｓ造 2007 13 77.76 A A B B A A 893.4

22 鷲宮支団第二分団第二部 器具置場 Ｗ造 1974 46 43.99 C B C C C C 430.0

23 菖蒲支団第一分団第一部 器具置場 Ｓ造 1991 29 55.05 B C B B B B 631.3

24 菖蒲支団第一分団第二部 器具置場 ＬＧＳ造 1979 41 48.18 B B C C C C 500.0

25 菖蒲支団第一分団第三部 器具置場 ＬＧＳ造 1974 46 56.70 C C C C C C 360.0

26 菖蒲支団第二分団第一部 器具置場 ＬＧＳ造 1974 46 56.73 C C C C C C 360.0

27 菖蒲支団第二分団第二部 器具置場 ＬＧＳ造 1974 46 56.73 C C B C C C 430.0

28 栗橋支団第一分団第一部 器具置場 Ｓ造 1993 27 59.43 A A B B B B 806.6

29 栗橋支団第一分団第二部 器具置場 Ｓ造 1983 37 47.16 A A B B A B 805.3

30 栗橋支団第一分団第三部 器具置場 Ｓ造 2000 20 62.11 A A B A A A 900.0

31 栗橋支団第二分団第一部 器具置場 ＬＧＳ造 1980 40 50.88 C C C B B C 430.0

32 栗橋支団第二分団第二部 器具置場 Ｓ造 1991 29 53.85 B C B B B B 631.3

33 栗橋支団第二分団第三部 器具置場 Ｓ造 1992 28 56.88 A B B B B B 753.9

34 久喜市休日夜間急患診療所 診療所 ＲＣ造 1986 34 103.50 C C C C B B 464.0

35 中央保健センター 中央保健センター ＲＣ造 1986 34 1096.60 C C C C B B 464.0

36 菖蒲保健センター 菖蒲保健センター ＲＣ造 1989 31 716.36 B A B C B B 730.0

37 栗橋保健センター 栗橋保健センター ＲＣ造 1987 33 1021.05 B C C B B B 571.0

38 鷲宮保健センター 鷲宮保健センター ＲＣ造 1979 41 572.60 C A C C B C 535.0

39 ふれあいセンター久喜 ふれあいセンター久喜 ＲＣ造 1998 22 4591.41 B A B A B B 808.0

40 健康福祉センター（くりむ） 健康福祉センター ＲＣ造 1997 23 1995.91 B B C B B B 661.0

41 けやきの木 けやきの木 Ｓ造 1995 25 328.74 B C B B B B 641.8

42 くりの木 くりの木 ＬＧＳ造 1999 21 287.92 B B A C B B 737.4

43 ゆう・あい ゆう・あい ＬＧＳ造 2001 19 291.49 A A A B A A 927.6

44 いちょうの木 いちょうの木 Ｓ造 1984 36 784.64 B C B B B B 612.9

45 のぞみ園 のぞみ園 Ｗ造 2002 18 112.62 A B B B A A 804.2

46 菖蒲老人福祉センター 菖蒲老人福祉センター ＲＣ造 1980 40 858.55 A A B B A A 847.0

47 鷲宮福祉センター 鷲宮福祉センター Ｓ造 1976 44 1028.00 B B B C C C 570.0

48 鷲宮福祉センター 旧趣味の家 ＬＧＳ造 1978 42 150.59 C C B C C C 430.0

49 彩嘉園 彩嘉園 ＬＧＳ造 1996 24 362.71 B B B C B B 679.5

50 偕楽荘 偕楽荘 ＲＣ造 2000 20 2899.52 B B B B B B 737.0

51 中央幼稚園 中央幼稚園保育棟 ＲＣ造 1975 45 609.00 A A A B A A 887.0

52 中央幼稚園 管理棟 ＲＣ造 1975 45 276.00 A A A B A B 862.0

53 栗橋幼稚園 栗橋幼稚園 Ｓ造 2006 14 1098.00 A B B B A A 840.8

54 ひまわり保育園 ひまわり保育園 Ｓ造 2008 12 836.00 A B B C A A 811.1

55 あおば保育園 あおば保育園　 Ｓ造 1977 43 136.88 B B B B A A 725.0

56 あおば保育園 あおば保育園　 Ｓ造 1977 43 437.48 B B B B B A 700.0

57 中央保育園 中央保育園 ＲＣ造 1979 41 552.00 A A A B A A 895.0

58 中央保育園分園 中央保育園分園 ＲＣ造 1975 45 166.00 B B B C A A 702.0

59 つばめクラブ 第一学童保育室 ＬＧＳ造 1999 21 119.24 B A B B B B 772.4

60 さくらっこクラブ 第一学童保育施設 ＬＧＳ造 1999 21 115.93 A A A B B B 872.4

61 たんぽぽクラブ 学童保育施設 ＲＣ造 1974 46 125.99 A A A B B B 835.0

62 あおばっこクラブ 学童保育施設 ＲＣ造 1974 46 270.83 B B C B B B 615.0

63 あおげわくわくクラブ 第一学童保育施設 ＬＧＳ造 1999 21 115.93 A A B B B B 822.4

64 北斗キッズクラブ 学童保育施設 ＬＧＳ造 2001 19 119.24 A A B A A A 902.6

65 久喜児童クラブ 学童保育施設 Ｗ造 2008 12 199.75 A A A A A A 954.2

66 江面児童クラブ 学童保育施設 ＲＣ造 1977 43 32.00 A A A B B B 841.0

67 清久もみじクラブ 学童保育施設 ＲＣ造 1974 46 64.00 B B C B C C 545.0

68 菖蒲東学童クラブ 学童保育施設 ＲＣ造 1983 37 82.00 B B B B B B 703.0

69 菖蒲学童クラブ 学童保育施設 ＲＣ造 1979 41 64.00 B B B B A A 725.0

70 三箇学童クラブ 学童保育施設 ＲＣ造 1984 36 63.00 B B B B B B 705.0

71 東鷲宮学童クラブ 学童保育施設 ＲＣ造 1980 40 55.90 B A B B A A 797.0

72 鷲宮中央学童クラブ 学童保育施設 Ｓ造 2000 20 124.60 A A A B A A 925.0

73 上内学童クラブ 学童保育施設 ＲＣ造 1971 49 96.00 C C C C C C 364.0

74 風の子学童保育クラブ・風の子南学童保育クラブ 学童保育施設 ＳＰ造 1989 31 213.6 C B C C B B 521.1

75 しずか学童クラブ 学童保育施設 Ｓ造 1989 31 99.00 B B B B B B 696.1
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施設

大分類
№ 施設名称 棟名称 構造 建築年 経過年

延床面積

（㎡）
構造部

屋根

屋上
外壁 内部

機械

設備

電気

設備

総合劣化度

評価点

76 児童センター 児童センター ＲＣ造 1990 30 550.80 B D C B D C 417.0

77 鷲宮児童館 児童館 ＲＣ造 1983 37 408.24 B D C C B B 468.0

78 ファミリー・サポート・センター ファミリー・サポート・センター ＲＣ造 1998 22 92.89 B A B A B B 808.0

79 ファミリー・サポート・センター菖蒲 ファミリー・サポート・センター菖蒲 ＳＲＣ造 1988 32 32.02 B C A B B B 693.0

80 ファミリー・サポート・センター栗橋 ファミリー・サポート・センター栗橋 ＲＣ造 2006 14 7.80 A B B A A A 874.0

81 ファミリー・サポート・センター鷲宮 ファミリー・サポート・センター鷲宮 ＬＧＳ造 2012 8 35.43 A A A A A A 981.6

82 久喜地域子育て支援センター（ぽかぽか） 久喜地域子育て支援センター（ぽかぽか） Ｓ造 2008 12 70.00 A B B B A A 846.1

83 栗橋地域子育て支援センター（くぷる） 栗橋地域子育て支援センター（くぷる） ＲＣ造 2006 14 279.68 B B B A A A 824.0

84 鷲宮地域子育て支援センター（すまいる） 鷲宮地域子育て支援センター（すまいる） ＬＧＳ造 2012 8 273.98 A A A A A A 981.6

85 久喜小学校 普通教室棟 ＲＣ造 1969 51 762.00 A A A A A A 900.0

86 久喜小学校 管理普通教室棟 ＲＣ造 1979 41 2473.00 A B B B A A 795.0

87 久喜小学校 普通特別教室棟 ＲＣ造 1980 40 1405.00 B B B C B B 662.0

88 久喜小学校 屋内運動場 Ｓ造 2004 16 1207.00 A A A A A A 960.5

89 久喜小学校 特別教室棟 ＲＣ造 2005 15 531.00 A A B A A A 922.0

90 太田小学校 普通・特別教室棟 ＲＣ造 1968 52 1023.00 A B B B B B 725.0

91 太田小学校 普通教室棟 ＲＣ造 1970 50 1944.00 A C B C B B 622.0

92 太田小学校 普通特別教室棟・管理室棟 ＲＣ造 1973 47 2484.00 B B A B B A 758.0

93 太田小学校 普通・特別教室棟 ＲＣ造 1993 27 1102.00 B B B B B B 723.0

94 太田小学校 屋内運動場 Ｓ造 1997 23 1147.00 B A A B B B 817.1

95 江面第一小学校 屋内運動場 Ｓ造 1976 44 854.00 B C C C C C 430.0

96 江面第一小学校 管理・普通教室棟Ａ ＲＣ造 1977 43 1256.00 A A A C B B 806.0

97 江面第一小学校 管理・普通教室棟Ｂ ＲＣ造 1977 43 1110.00 A A A C B B 806.0

98 江面第一小学校 特別教室棟 ＲＣ造 1985 35 925.00 B C C C B B 532.0

99 江面第二小学校 管理・普通教室棟 ＲＣ造 1978 42 1086.00 A B A B B B 793.0

100 江面第二小学校 屋内運動場 Ｓ造 1982 38 712.00 B C C B B B 537.6

101 江面第二小学校 特別教室棟 ＲＣ造 1987 33 906.00 B B B C B B 676.0

102 清久小学校 普通教室棟A ＲＣ造 1974 46 880.00 B B C C B C 545.0

103 清久小学校 普通教室棟B ＲＣ造 1975 45 851.00 B B C C B C 547.0

104 清久小学校 管理・特別教室棟 ＲＣ造 1975 45 1880.00 B C C C C C 442.0

105 清久小学校 屋内運動場 Ｓ造 1978 42 754.00 B C B B C C 535.0

106 本町小学校 普通教室棟 ＲＣ造 1974 46 400.00 B B C C B B 580.0

107 本町小学校 屋内運動場 Ｓ造 1977 43 854.00 A B B B B B 725.0

108 本町小学校 普通教室棟 ＲＣ造 1982 38 704.00 B B C C B B 596.0

109 本町小学校 管理・特別教室棟 ＲＣ造 1974 46 5506.00 B C C C B B 510.0

110 青葉小学校 管理・特別教室棟 ＲＣ造 1974 46 1792.00 B C B C A A 630.0

111 青葉小学校 普通教室棟 ＲＣ造 1974 46 595.00 B B C B B B 615.0

112 青葉小学校 普通教室棟 ＲＣ造 1974 46 493.17 B B B B B B 685.0

113 青葉小学校 普通特別教室棟 ＲＣ造 1976 44 1488.00 A A A B A A 889.0

114 青葉小学校 普通教室棟Ａ ＲＣ造 1978 42 1177.00 A A A B A A 893.0

115 青葉小学校 普通教室棟Ｂ ＲＣ造 1978 42 652.00 A B A B A A 843.0

116 青葉小学校 屋内運動場 Ｓ造 1980 40 973.00 A A A B A A 875.0

117 青毛小学校 普通管理特別教室棟 ＲＣ造 1980 40 2500.00 B C C B B B 557.0

118 青毛小学校 屋内運動場 Ｓ造 1981 39 748.00 A A A A A A 900.0

119 青毛小学校 普通管理特別教室棟 ＲＣ造 1980 40 2623.00 B C C B B B 557.0

120 久喜東小学校 管理普通教室棟 ＲＣ造 1983 37 3275.00 B C C C B B 528.0

121 久喜東小学校 特別教室棟 ＲＣ造 1983 37 1341.00 B C C C B B 528.0

122 久喜東小学校 屋内運動場 Ｓ造 1983 37 937.00 C C B C B B 505.3

123 久喜北小学校 普通管理特別教室棟 ＲＣ造 1995 25 4305.00 B B C B C B 622.0

124 久喜北小学校 屋内運動場 Ｓ造 1995 25 851.00 B B B B B B 711.8

125 菖蒲小学校 管理特別教室棟 ＲＣ造 1971 49 1738.00 B D C D B B 414.0

126 菖蒲小学校 職員室教室棟 ＲＣ造 1979 41 2093.00 B B B B A A 745.0

127 菖蒲小学校 屋内運動場 Ｓ造 1984 36 681.00 B C C C B B 507.9

128 小林小学校 管理教室棟 ＲＣ造 1976 44 828.00 B B C B B B 619.0

129 小林小学校 教室棟 ＲＣ造 1986 34 493.00 B B B C B B 674.0

130 小林小学校 屋内運動場 Ｓ造 1986 34 684.00 B C C C B B 513.2

131 小林小学校 管理教室棟 ＲＣ造 1976 44 970.00 B B C C B B 584.0

132 三箇小学校 管理教室棟 ＲＣ造 1970 50 1606.00 B C B C B B 572.0

133 三箇小学校 教室棟 ＲＣ造 1984 36 1127.00 B B B B B B 705.0

134 三箇小学校 屋内運動場 Ｓ造 1984 36 681.00 B C C B B B 542.9

135 栢間小学校 管理教室棟 ＲＣ造 1977 43 2099.00 C C C C C C 376.0

136 栢間小学校 教室棟 ＲＣ造 1986 34 576.00 B C C B B B 569.0

137 栢間小学校 屋内運動場 Ｓ造 1986 34 681.00 A C B C B B 633.2

138 菖蒲東小学校 校舎 ＲＣ造 1983 37 2929.00 B B B B B B 703.0

139 菖蒲東小学校 屋内運動場 Ｓ造 1988 32 682.00 B B C C B B 588.4

140 栗橋小学校 管理・普通・特別教室棟 ＲＣ造 1984 36 4180.00 B C C C B B 530.0

141 栗橋小学校 屋内運動場 Ｓ造 1989 31 920.00 B B B B B B 696.1

142 栗橋小学校 特別教室棟、プール更衣室等 ＲＣ造 2001 19 762.00 A B B B A A 839.0

143 栗橋西小学校 管理・普通・特別教室棟 ＲＣ造 1986 34 3459.00 B C C C B B 534.0

144 栗橋西小学校 屋内運動場 Ｓ造 1989 31 920.00 B B B B B B 696.1

145 栗橋南小学校 屋内運動場 Ｓ造 1989 31 900.00 B D B B B B 566.1

146 栗橋南小学校 普通教室棟 ＲＣ造 2000 20 413.00 B B B B A A 787.0

147 栗橋南小学校 管理・普通・特別教室棟 ＲＣ造 1997 23 1437.00 B B B C B B 696.0

148 栗橋南小学校 普通・特別教室棟 ＲＣ造 1997 23 1080.00 B A B B A A 831.0

149 鷲宮小学校 普通特別教室管理室棟 ＲＣ造 1971 49 3528.00 C C B C B B 504.0

150 鷲宮小学校 屋内運動場 Ｓ造 1979 41 743.00 A A A B A A 875.0
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151 桜田小学校 普通特別教室棟 ＲＣ造 1971 49 2733.00 A C B B B A 684.0

152 桜田小学校 屋内運動場 Ｓ造 1977 43 784.00 C B B C C C 500.0

153 桜田小学校 普通特別教室管理室棟 ＲＣ造 1983 37 2997.00 B C C C B B 528.0

154 上内小学校 校舎 ＲＣ造 1971 49 2663 C C C D C C 334.0

155 上内小学校 校舎 ＲＣ造 1975 45 2452.00 B B C C C C 512.0

156 上内小学校 屋内運動場 Ｓ造 1978 42 1160.00 B B A B A A 775.0

157 上内小学校 校舎 ＲＣ造 1979 41 1889.00 B C C C C C 450.0

158 砂原小学校 普通特別教室・管理室棟 ＲＣ造 1976 44 3544.00 A A A C A A 854.0

159 砂原小学校 内運動場 Ｓ造 1979 41 731.00 B A A A A A 850.0

160 砂原小学校 校舎 Ｗ造 1962 58 211.00 C C C C C C 360.0

161 東鷲宮小学校 普通特別教室・管理棟 ＲＣ造 1991 29 3788.00 B C B C B B 614.0

162 東鷲宮小学校 屋内運動場 Ｓ造 1991 29 984.00 C B B B B B 631.3

163 久喜中学校 管理特別普通教室棟 ＲＣ造 1982 38 4381.00 C C D C C C 326.0

164 久喜中学校 特別普通教室棟 ＲＣ造 1988 32 4002.00 C B D B B B 513.0

165 久喜中学校 部室棟 Ｓ造 1988 32 369.00 C B D D B B 428.4

166 久喜中学校 屋内運動場 Ｓ造 2000 20 1719.00 B A B D A B 735.0

167 久喜南中学校 特別教室棟 ＲＣ造 1983 37 1330.00 B D B C B B 538.0

168 久喜南中学校 部室棟 Ｓ造 1989 31 300.00 B B C D B B 561.1

169 久喜南中学校 特別教室棟 ＲＣ造 1992 28 1348.00 B C B B B B 651.0

170 久喜南中学校 屋内運動場 Ｓ造 2002 18 1475.00 A A B B A A 880.3

171 久喜南中学校 管理普通特別教室棟 ＲＣ造 2007 13 2156.00 A A B C A A 866.0

172 久喜東中学校 普通管理教室棟 ＲＣ造 1976 44 1834.00 B B B B B B 689.0

173 久喜東中学校 普通管理教室棟 ＲＣ造 1976 44 1659.00 B B B B B B 689.0

174 久喜東中学校 特別教室棟 ＲＣ造 1976 44 1561.00 B C B B B B 619.0

175 久喜東中学校 特別教室棟 ＲＣ造 1976 44 363.00 B C B B B B 619.0

176 久喜東中学校 屋内運動場 Ｓ造 1978 42 359.00 B B B B A A 725.0

177 久喜東中学校 屋内運動場 Ｓ造 1978 42 911.00 B B B B B A 700.0

178 久喜東中学校 普通教室棟 ＲＣ造 1980 40 1572.00 B C B B A B 652.0

179 久喜東中学校 部室棟 Ｓ造 1988 32 300.00 B B C B B B 623.4

180 太東中学校 管理普通教室棟 ＲＣ造 1985 35 3602.00 B C B C B B 602.0

181 太東中学校 特別教室棟 ＲＣ造 1985 35 2472.00 B C B C B B 602.0

182 太東中学校 屋内運動場 Ｓ造 1985 35 1205.00 B B B C B B 650.5

183 太東中学校 部室棟 Ｓ造 1985 35 300.00 C C D D B B 350.5

184 太東中学校 校舎 ＲＣ造 1993 27 376.00 B A B B B B 773.0

185 菖蒲中学校 普通教室棟 ＲＣ造 1983 37 4141.00 B B B B A A 753.0

186 菖蒲中学校 昇降口棟 ＲＣ造 1983 37 332.00 A B A B A A 853.0

187 菖蒲中学校 特別教室棟 ＲＣ造 1983 37 1373.00 A A A B A A 903.0

188 菖蒲中学校 技術教室棟 Ｓ造 1983 37 474.00 A A B B A A 830.3

189 菖蒲中学校 屋内運動場 Ｓ造 1983 37 1038.00 A A A B A A 880.3

190 菖蒲中学校 武道場 Ｓ造 1987 33 497.00 B B B B B B 690.8

191 菖蒲南中学校 管理教室棟 ＲＣ造 1972 48 915.00 B B B C B B 646.0

192 菖蒲南中学校 管理教室棟 ＲＣ造 1972 48 1468.00 B B B C B B 646.0

193 菖蒲南中学校 管理教室棟 ＲＣ造 1992 28 470.00 B A A B B B 821.0

194 菖蒲南中学校 技術室 Ｓ造 1972 48 324.00 B A A B A A 825.0

195 菖蒲南中学校 屋内運動場 Ｓ造 1978 42 1654.00 B A A B B A 800.0

196 栗橋東中学校 屋内運動場 Ｓ造 1979 41 1340.00 A B A C A A 790.0

197 栗橋東中学校 管理・普通・特別教室棟 ＲＣ造 1979 41 4984.00 B B A B B A 770.0

198 栗橋西中学校 屋内運動場 Ｓ造 1976 44 1361.00 B B B C B B 640.0

199 栗橋西中学校 管理・普通・特別教室棟 ＲＣ造 1982 38 3496.00 C C C C C C 386.0

200 栗橋西中学校 特別教室棟 ＲＣ造 1982 38 368.00 B C B C B B 596.0

201 鷲宮中学校 普通・特別・管理教室棟 ＲＣ造 1968 52 1171.00 B A A B A A 825.0

202 鷲宮中学校 普通・特別・管理教室棟 ＲＣ造 1968 52 1842.00 B A A B A A 825.0

203 鷲宮中学校 部室棟 Ｓ造 1969 51 273.00 C C D D C C 270.0

204 鷲宮中学校 特別教室棟 ＲＣ造 1975 45 1584.00 A A B C A A 802.0

205 鷲宮中学校 屋内運動場 Ｓ造 1975 45 1989.00 B B B C C C 570.0

206 鷲宮中学校 普通・特別教室棟 ＲＣ造 1981 39 1419 B B C C B B 594.0

207 鷲宮中学校 部室棟 ＲＣ造 1986 34 246 B C B B B B 639.0

208 鷲宮東中学校 普通・特別教室管理棟 ＲＣ造 1982 38 4652.00 B C C C B B 526.0

209 鷲宮東中学校 屋内運動場 Ｓ造 1982 38 1222.00 C C D B B B 407.6

210 鷲宮東中学校 部室棟 ＲＣ造 1982 38 211.00 B B B B B B 701.0

211 鷲宮東中学校 校舎 ＲＣ造 1991 29 1026.00 B C B B B B 649.0

212 鷲宮西中学校 普通特別管理棟 ＲＣ造 1985 35 3823.00 B C B C B C 567.0

213 鷲宮西中学校 屋内運動場 Ｓ造 1985 35 1065.00 C C C C B B 440.5

214 鷲宮西中学校 格技室 Ｓ造 1985 35 322.00 C C C B B B 475.5

215 菖蒲学校給食センター 菖蒲学校給食センター Ｓ造 2005 15 1621 A B A B A A 888.2

216 鷲宮第1・2学校給食センター 鷲宮第１学校給食センター Ｓ造 1974 46 493.00 C B C B B B 535.0

217 鷲宮第1・2学校給食センター 鷲宮第２学校給食センター Ｓ造 1983 37 907.00 C D C D D B 280.3

218 郷土資料館 郷土資料館 ＲＣ造 1997 23 1527.03 A C A B B B 761.0

219 中央図書館 中央図書館 ＲＣ造 1987 33 1283.06 B C B C B B 606.0

220 菖蒲図書館 菖蒲図書館 ＲＣ造 1998 22 1003.00 A C A B B B 763.0

221 栗橋文化会館図書室 栗橋文化会館図書室 ＲＣ造 1994 26 257.26 A B B B B B 775.0

222 鷲宮図書館 鷲宮図書館 ＲＣ造 1997 23 1121.00 B C B B B B 661.0
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223 総合体育館第1体育館（毎日興業アリーナ 久喜　メインアリーナ） 第1体育館 ＲＣ造 1993 27 7989.22 B C B C B B 618.0

224 総合体育館第2体育館（毎日興業アリーナ 久喜　サブアリーナ） 第2体育館 ＲＣ造 1984 36 1573.80 B D C B B B 505.0

225 鷲宮体育センター 体育館 Ｓ造 1982 38 1104.53 B A A B B B 777.6

226 市民プール 市民プール ＲＣ造 1990 30 840.90 B C C C B B 542.0

227 菖蒲温水プール（アクレ） 温水プール ＲＣ造 1998 22 1804.36 A B C C B B 678.0

228 栗橋Ｂ＆Ｇ海洋センター 体育館 ＲＣ造 1988 32 2154.00 B B C C B B 608.0

229 鷲宮温水プール 屋内プール場 ＲＣ造 1992 28 1783.48 B B C B C B 616.0

230 南栗橋近隣公園テニス場管理棟 管理棟 Ｗ造 1999 21 111.54 A A A B B B 841.7

231 しみん農園久喜 久喜緑風館 Ｓ造 1999 21 407.45 B B B B B B 722.4

232 しみん農園菖蒲 管理棟 Ｗ造 1993 27 185.33 A B B B B B 725.0

233 農村センター 集会所 Ｓ造 1978 42 312.38 C A A D C C 570.0

234 農業者トレーニングセンター 産業センター Ｓ造 1984 36 1408.10 B D C C C B 412.9

235 勤労福祉センター 勤労福祉センター Ｓ造 1992 28 233.97 A B B C B B 718.9

236 労働会館（あやめ会館） 労働会館（あやめ会館） ＲＣ造 1990 30 1007.05 B B C C B B 612.0

237 花と香りのふれあいセンター（あおぞら） 事務所 ＬＧＳ造 2002 18 210.34 A B B B A A 830.3

238 久喜総合文化会館 久喜総合文化会館 ＲＣ造 1987 33 8167.37 C C B C B B 536.0

239 菖蒲文化会館（アミーゴ） 菖蒲文化会館 ＲＣ造 1998 22 3458.06 B C B B B B 663.0

240 栗橋文化会館（イリス） 栗橋文化会館 ＲＣ造 1994 26 3285.19 B B B B B B 725.0

241 東町集会所 東町集会所 ＬＧＳ造 1973 47 107.43 C C C C C C 360.0

242 太田集会所 集会所 Ｓ造 1978 42 336.62 A A A B A A 875.0

243 本町集会所 集会所 Ｗ造 1977 43 124.19 B C C C C C 430.0

244 栗原記念会館 集会所A Ｓ造 1979 41 366.21 B A A C C C 670.0

245 花みずき会館 集会所 ＲＣ造 1995 25 638.00 B A B B B B 777.0

246 地域交流センター 集会所A Ｓ造 1974 46 400.95 C C D C C C 300.0

247 野久喜集会所 野久喜集会所 Ｗ造 1975 45 132.49 C C C C C C 360.0

248 内下集会所 集会所 Ｗ造 1992 28 80.97 B A B B B B 725.0

249 しょうぶ会館 しょうぶ会館（隣保館） ＲＣ造 1985 35 792.60 B A C B B B 687.0

250 しょうぶ会館 しょうぶ会館（児童館） ＲＣ造 1985 35 366.83 B B B B B B 707.0

251 中央公民館 公民館 ＲＣ造 1991 29 2112.16 B B B C B C 649.0

252 青葉公民館 公民館 ＲＣ造 1974 46 376.69 C D C C B B 380.0

253 南公民館 公民館 Ｓ造 1978 42 312.38 C A A D C C 570.0

254 清久コミュニティセンター・西公民館 コミュニティセンター・公民館 ＲＣ造 2001 19 1278.42 A B B A C A 804.0

255 東公民館 公民館 ＲＣ造 1995 25 1199.20 B B B C B B 692.0

256 森下公民館 公民館 ＲＣ造 1991 29 1032.30 A A B C B B 784.0

257 栗橋公民館 公民館　A棟 ＲＣ造 1964 56 751.17 C D C B C C 335.0

258 栗橋公民館 公民館　B棟 ＲＣ造 1965 55 1368.23 C C C C C C 360.0

259 栗橋公民館 公民館　体育館 Ｓ造 1987 33 871.00 C D C C B B 385.8

260 鷲宮公民館 本館 ＲＣ造 1979 41 1343.04 B B C C B C 555.0

261 鷲宮公民館 創作室棟 ＬＧＳ造 1979 41 170.50 B B C C B C 535.0

262 菖蒲コミュニティセンター 菖蒲コミュニティセンター ＳＲＣ造 1988 32 879.84 B C A C A A 708.0

263 栗橋コミュニティセンター（くぷる） 栗橋コミュニティセンター（くぷる） Ｓ造 2006 14 986.62 A B B A A A 865.8

264 鷲宮東コミュニティセンター（さくら） 鷲宮東コミュニティセンター（さくら） ＲＣ造 1980 40 1440.56 B A B A A A 822.0

265 鷲宮西コミュニティセンター（おおとり） 鷲宮西コミュニティセンター（おおとり ＲＣ造 1993 27 1538.39 A A C B B B 753.0

266 栗橋いきいき活動センターしずか館 しずか館B棟（体育館） ＲＣ造 1975 45 842.98 B D C C B B 452.0

267 栗橋いきいき活動センターしずか館 しずか館A棟 ＲＣ造 1978 42 4304.54 C D C D C C 288.0

268 市営住宅柳島団地 柳島団地 ＲＣ造 1974 46 951.93 B B C B B C 580.0

269 市営住宅松永団地 松永団地　1号棟 ＰＣ造 1970 50 213.70 C B C C C C 432.0

270 市営住宅松永団地 松永団地　2号棟 ＰＣ造 1970 50 182.60 C C C C C C 362.0

271 市営住宅松永団地 松永団地　4号棟 ＰＣ造 1969 51 125.88 C C C C C C 360.0

272 東京理科大学跡地（旧特別教室棟） 旧特別教室棟 ＲＣ造 1997 23 2337.75 A A B B B B 831.0

273 剣道場 剣道場 Ｗ造 1967 53 118.93 C C C C C C 360.0

274 パークタウン集会所 集会所 Ｗ造 1986 34 59.61 B B C B B B 605.0

275 パークタウン第2集会所 集会所 Ｗ造 1986 34 71.38 B A B B B B 725.0

276 パークタウン第3集会所 集会所 Ｗ造 1993 27 71.80 B B B B B B 675.0

277 パークタウン北2丁目集会所 集会所 Ｗ造 1995 25 68.96 A A B B B B 775.0

278 旧森下福祉館 旧森下福祉館 Ｓ造 1983 37 163.62 C B C D D D 345.3

279 旧森下福祉館ふれあい交流室 旧森下福祉館ふれあい交流室 Ｓ造 1997 23 51.77 A A B B B B 817.1

280 野々宮ふれあいレストハウス 野々宮ふれあいレストハウス Ｗ造 1994 26 49.68 A B B B B D 660.0

281 柴山小塚ふるさと会館 集会所 Ｓ造 1996 24 49.68 B B B B B B 714.5
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② 総合評価点と建築物の経過年数の関係 

築年数の経過とともに建築物の劣化が進行するため、総合評価点が低くなる傾向にあります。 

総合評価点の低い建築物については、劣化が進行しているため、優先的に修繕や更新等を行う

などの対策が求められます。一方、総合評価点が高い建築物については、今後も安全に施設の長

期利用が出来るよう、計画的な保全に取り組んでいく必要があります。 

 

 
※1）劣化度評価とは、建築物の構造部と 5つの部位（屋根・屋上、外壁、内部、機械設備、電気設備）につい

て、それぞれに A～D の 4 段階の基準を設け、A を最も良好な状態とし、D に評価が近づくにつれ状態が悪

くなる評価です。 

※2）総合劣化度評価点とは、劣化状況について、1,000 点を満点とし、劣化が進んでいるほど点数が低く算出

される評価です。 

図 ２-１０ 総合劣化度評価点と建築後経過年数 

 

③ 部位別の劣化傾向 

部位別の劣化度評価結果をみると、A 及び B 評価となった割合は、電気設備（約 83.6％）が最

も高く、機械設備（約 81.8％）が続きます。 

一方、C 及び D 評価を示した割合は、内部（約 41.7％）が一番高く、外壁及び屋根・屋上（約

34.8％）が続きます。 

部位別にみると、内部や外壁、屋根・屋上ほど劣化が進行しており、電気設備や機械設備は相

対的に劣化の進行が緩やかとなっています。 
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図 ２-１１ 部位別の劣化度評価結果 

 

④ 劣化状況の実態 

調査対象施設において、「D」評価と判断された部位の劣化状況を一例として示します。 
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旧森下福祉館 
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天井材の一部が脱落 幅木、扉枠の破損 

機
械
・
電
気
設
備 

部
位
等 

 

 

鷲宮第 2 学校給食センター 

 

 

野々宮ふれあいレストハウス 

受水槽の支え支柱部分に錆、穴の発生 分電盤ケース脱落、ブレーカー復帰せず 

 

⑤ 劣化状況調査の様子 

劣化状況調査を行うにあたり、令和元（2019）年 10 月に、全ての施設所管課を対象とする講習

会を実施しました。今後は、市の職員（施設管理者）による現地調査を毎年度実施することで、

施設の状況の適切な把握に努めていきます。 

講習会の様子は次のとおりです。 
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 個別施設の利用特性 

貸室の分類 

不特定多数の一般市民が利用することのできる施設（※）について、その貸室を主な用途や機

能で分類すると、下表のとおりとなります。 

※ここでは、本市の保有する「公共施設予約システム」を通じて空き状況の確認や予約を行うことのできる施設

を指し、「一般利用施設」と呼ぶものとします。 

 

研修室、会議室、集会室の用途は、市民が集い、会合等を行うとの点で非常に似通った機能を

有していますが、その合計数は多く、貸室全体の 4割以上を占めています 

一方、特定の目的に供される貸室についても、視聴覚室やホール、運動系貸室など、用途に応

じた設備や備品等を要する一部の貸室については少ない傾向にあるものの、いずれの貸室も複数

の施設に渡って整備されています。 

 

表 ２-８ 貸室の分類とその数量 

 

※本表は「公共施設予約システム」に登録される施設のみを対象としていることから、本市の保有する貸室全

体の総量とは一致しない場合があります。 

  

用途

分類
貸室名 貸室名称の例 貸室数 貸室を保有する施設名

貸室を保有

する施設数

研修室 研修室 16
農業者トレーニングセンター、労働会館（あやめ会館）、久喜総合文化会

館、中央公民館、東公民館、清久コミュニティセンター、栗橋公民館 7

会議室 会議室、大会議室、小会議室、和室会議室 40

ふれあいセンター久喜、総合体育館第1体育館（毎日興業アリーナ 久喜　メ

インアリーナ）、勤労福祉センター、労働会館（あやめ会館）、久喜総合文

化会館、菖蒲文化会館、栗橋文化会館、太田集会所、地域交流センター、

中央公民館、青葉公民館、森下公民館、栗橋公民館、鷲宮公民館、鷲宮

東コミュニティセンター（さくら）、栗橋いきいき活動センターしずか館

16

集会室 集会室、ミーティングルーム 17
栗橋Ｂ＆Ｇ海洋センター、労働会館（あやめ会館）、東町集会所、本町

集会所、栗原記念会館、東公民館、栗橋公民館、清久コミュニティセンター、

菖蒲コミュニティセンター、鷲宮東コミュニティセンター（さくら）
10

和室 和室 20

久喜総合文化会館、栗橋文化会館（イリス）、太田集会所、栗原記念会

館、中央公民館、青葉公民館、東公民館、森下公民館、鷲宮公民館、清

久コミュニティセンター、栗橋コミュニティセンター（くぷる）、鷲宮東コミュニティセ

ンター（さくら）、農村センター、農業者トレーニングセンター、勤労福祉セン

ター、労働会館（あやめ会館）

16

多目的室

多目的室、講堂、講習室、広域文化展示

室、常設展示室、クラブ室、ボランティアビュー

ロー

16

労働会館（あやめ会館）、久喜総合文化会館、菖蒲文化会館（アミー

ゴ）、森下公民館、菖蒲コミュニティセンター、栗橋コミュニティセンター（くぷ

る）、鷲宮東コミュニティセンター（さくら）、鷲宮西コミュニティセンター（おおと

り）

8

実習系貸室

実習室、調理実習室、料理室、料理教室、

調理室、創作・作業室、創作室、生活実習

室、工作室

22

ふれあいセンター久喜、農村センター、農業者トレーニングセンター、花と香りの

ふれあいセンター（あおぞら）、栗橋文化会館（イリス）、太田集会所、地

域交流センター、中央公民館、青葉公民館、西公民館、東公民館、森下公

民館、栗橋公民館、鷲宮公民館、清久コミュニティセンター、栗橋コミュニティ

センター（くぷる）、鷲宮西コミュニティセンター（おおとり）

17

視聴覚系貸室
視聴覚室、視聴覚ライブラリー室、音楽室、暗

室
7

ふれあいセンター久喜、久喜総合文化会館、栗橋文化会館（イリス）、中

央公民館、西公民館、東公民館 6

ホール
ホール、大ホール、小ホール、文化ホール、多

目的ホール
11

総合体育館第1体育館（毎日興業アリーナ 久喜　メインアリーナ）、農村セ

ンター、久喜総合文化会館、菖蒲文化会館（アミーゴ）、栗橋文化会館

（イリス）、鷲宮公民館、栗橋コミュニティセンター（くぷる）、鷲宮西コミュニ

ティセンター（おおとり）、花みずき会館

9

その他
楽屋、後継者対策室、陶芸窯管理室、主催

者控室
8

農業者トレーニングセンター、菖蒲文化会館（アミーゴ）、栗橋文化会館

（イリス） 3

157

集会・

会議等

特定

の目的

合計 ー
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一般利用施設の利用状況 

平成 30（2018）年度における一般利用施設の稼働状況を「公共施設予約システム」の実績より

分析しました。次表は、各施設の年間延利用人数、年間平均稼働率（使用コマ数/使用可能コマ数）、

時間帯別平均稼働率（午前・午後・夜間）を示したものです。 

年間延利用者数は、久喜総合文化会館において 20万人を超過しており、施設規模に応じて多数

の利用者に利用されています。 

実際に利用されたコマ数の実績より施設の年間平均稼働率をみると、対象施設全体における平均

は 34.1％と低い傾向にあります。施設間の状況を比較すると、ふれあいセンター久喜、久喜総合

文化会館や東町集会所、本町集会所、花みずき会館、中央公民館など、稼働率が 5 割程度を超え

る施設が存在する一方で、勤労福祉センター、花と香のふれあいセンター（あおぞら）、栗原記念

会館、青葉公民館、森下公民館など、2割程度に留まる施設もみられ、施設に応じて稼働状況に大

きな差異が生じています。 

併せて施設分類内の年間平均稼働率の傾向をみると、施設を構成する貸室の数や施設規模に違

いはあるものの、産業系施設やコミュニティセンター・生涯学習施設については、いずれの施設

も概ね同程度の稼働率である一方で、文化会館や集会所、公民館においては、一部の施設に利用

が集中している状況が見受けられます。施設分類全体を通じて稼働率が低調な場合は、活用促進

に向けた方策を検討する必要があるとともに、施設の必要性や設置目的を踏まえたうえで、施設

分類としての今後のあり方についても検討することが求められます。同時に、施設分類内におい

て一部の施設に利用が集中する場合は、分類内での集約化を推進するなど、施設配置の見直しを

図ることで、施設の管理運営の効率化を進める必要があります。 

時間帯別の稼働率をみると、全体を通じて夜間の稼働は低調であり、いずれの施設においても

午前及び午後の利用に集中しています。一方で、一部施設については夜間も比較的活発に活用さ

れている状況が見受けられることから、それぞれの施設の利用実態に応じて開館時間の見直しを

行うなど、効率的な施設の運営のあり方について検討を行う必要があります。 
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表 ２-９ 一般利用施設の利用状況 

 

※1）西公民館と清久コミュニティセンターは同一の建物に複合する施設であるものの、施設予約は別々に行わ

れていることから、それぞれの延床面積は建物全体の延床面積を等分しています。 

※2）年間平均稼働率（コマ数）は、施設全体の実際に施設が利用されたコマ数/年間の使用可能コマ数にて算出

しています。施設が複数の部室を有する場合は、部室ごとの稼働率の平均値を使用します。 

※3）時間帯別平均稼働率は、施設によって異なる貸出区分や開館・閉館時間を踏まえ、午前：開館～12:00、午

後：12:00～17:00、17:00～閉館との区分に基づき算出しています。 

  

延床面積

（㎡） （人） （人/㎡） 午前 午後 夜間

福祉施設 社会福祉施設 ふれあいセンター久喜 4,649.73 52,939 11.4 45.4% 59.8% 60.0% 16.1%

産業系施設 産業系施設 農村センター 320.38 11,926 37.2 28.7% 45.1% 35.1% 12.4%

産業系施設 その他産業系施設 農業者トレーニングセンター 1,408.10 19,898 14.1 31.3% 34.1% 31.7% 22.2%

産業系施設 その他産業系施設 勤労福祉センター 233.97 4,747 20.3 20.8% 27.0% 25.3% 10.7%

産業系施設 その他産業系施設 労働会館（あやめ会館） 1,007.05 19,668 19.5 27.0% 27.2% 30.8% 22.9%

産業系施設 その他産業系施設 花と香りのふれあいセンター（あおぞら） 256.08 1,248 4.9 12.0% 15.5% 6.6% －

市民文化系施設 文化会館 久喜総合文化会館 8,167.37 263,955 32.3 57.7% 64.7% 68.8% 39.8%

市民文化系施設 文化会館 菖蒲文化会館（アミーゴ） 3,458.06 47,116 13.6 22.8% 29.7% 22.5% 16.2%

市民文化系施設 文化会館 栗橋文化会館（イリス） 3,285.19 58,985 18.0 22.9% 28.2% 27.0% 13.3%

市民文化系施設 集会所 東町集会所 107.43 13,449 125.2 62.5% 79.1% 67.1% 31.7%

市民文化系施設 集会所 太田集会所 336.62 25,584 76.0 37.3% 46.3% 48.6% 15.5%

市民文化系施設 集会所 本町集会所 124.19 11,190 90.1 63.6% 88.1% 57.3% 52.4%

市民文化系施設 集会所 栗原記念会館 370.96 20,971 56.5 20.3% 25.2% 23.4% 12.8%

市民文化系施設 集会所 花みずき会館 638.00 16,211 25.4 49.7% 65.6% 58.7% 21.4%

市民文化系施設 集会所 地域交流センター 458.23 32,846 71.7 34.1% 36.8% 37.7% 27.4%

市民文化系施設 公民館 中央公民館 2,112.16 139,136 65.9 48.9% 64.5% 52.5% 23.4%

市民文化系施設 公民館 青葉公民館 376.69 11,205 29.7 21.4% 31.7% 23.9% 6.1%

市民文化系施設 公民館 西公民館 639.21 7,454 11.7 29.1% 29.4% 30.1% 16.8%

市民文化系施設 公民館 東公民館 1,199.20 43,922 36.6 37.3% 44.2% 45.9% 13.1%

市民文化系施設 公民館 森下公民館 1,032.30 16,661 16.1 17.7% 27.9% 15.5% 11.7%

市民文化系施設 公民館 栗橋公民館 3,071.40 45,873 14.9 29.9% 33.0% 36.4% 13.4%

市民文化系施設 公民館 鷲宮公民館 1,602.04 53,776 33.6 36.4% 57.1% 39.2% 10.2%

市民文化系施設 菖蒲コミュニティセンター 879.84 17,118 19.5 27.5% 36.2% 31.4% 18.1%

市民文化系施設 栗橋コミュニティセンター（くぷる） 986.62 41,662 42.2 32.6% 43.5% 38.7% 13.1%

市民文化系施設 コミュニティセンター・生涯学習施設鷲宮東コミュニティセンター（さくら） 1,440.56 43,916 30.5 37.2% 49.9% 41.4% 25.3%

市民文化系施設 コミュニティセンター・生涯学習施設鷲宮西コミュニティセンター（おおとり） 1,538.39 66,580 43.3 28.7% 35.0% 35.1% 18.6%

市民文化系施設 コミュニティセンター・生涯学習施設栗橋いきいき活動センターしずか館 5,239.52 31,338 6.0 33.9% 32.8% 31.3% 3.7%

市民文化系施設 コミュニティセンター・生涯学習施設清久コミュニティセンター 639.21 26,869 42.0 37.0% 46.7% 35.1% 20.5%

ー 40,937 36.0 34.1% 43.0% 37.7% 18.8%

施設大分類 施設中分類

コミュニティセンター・

生涯学習施設

平均

施設名称

年間延利用者数 年間平均

稼働率

（コマ数）

時間帯別平均稼働率



 

33 

第３章 市民意向・周知 

本章では、計画の策定にあたり、市民の意向を把握するために実施した各取組みの概要や結果

を示し、市民が本市の公共施設についてどのような考えを持っているかを整理します。 

 

 市民アンケート 

今後の公共施設のあり方に関する市民の考え方を把握するために、「これからの公共施設に関す

る市民アンケート」を実施しました。調査概要や主な結果は、以下に示すとおりです。 

 

調査概要 

調査対象 
令和元（2019）年 9 月 1 日現在の住民基本台帳に記録された 18 歳以上の市民
2,000 人 

抽出方法 無作為抽出 

調査方法 郵送配布・回収 

調査期間 令和元（2019）年 9 月 20 日（発送）から 10 月 18 日 

回答受領期間 令和元（2019）年 9 月 24 日から 11 月 30 日（差出有効期限） 

調査対象者数 2,000 人 

回答者数 755 人 

回答率 37.75％ 

 

設問一覧 

問 1 年齢 問２ 居住地区 問３ 居住年数 

問４ 職業 問５ 通勤・通学先 問６ 同居する家族構成 

問 7-1 公共施設の老朽化や改修・建替費用の不足といった全国的な課題を知っていますか。 

問 7-2 「久喜市公共施設等総合管理計画」を知っていますか。 

問 7-3 （問 7-2 で知っていると答えた場合）どのような手段で知りましたか。 

問 8 
（公共施設の改修・建替や維持管理に必要な財源が不足することを踏まえ）施設の総量削減に
ついてどのように考えますか。 

問 9-1 
（問 8 で削減を進めるべき・やむを得ないと答えた場合）施設削減にあたり、どのような対応策が適
切と考えますか。 

問 9-2 
（問 8 で現在の保有量を維持すべき・新たに整備すべきと答えた場合）施設の維持及び拡大にあ
たり、財源確保の手段としてどのような対応策が適切と考えますか。 

問 10 公共施設の見直しを進める際に、どのような視点を重視・優先して進めるべきと考えますか。 

問 11 
公共施設の見直しを進めた場合に、市の財政状況等を踏まえ、ある程度受け容れることもやむを得
ない、と考えられるものはどれですか。 

問 12 
今後、施設の保有量の削減や提供するサービスの縮小を行わなければならなくなった場合において
も、従来どおり市が運営する施設の機能として、維持・充実を図るべき施設機能はどれですか。 

問 13 
（旧 1 市 3 町の施設を全て引き継いでいることを踏まえ）久喜市で提供される公共施設（施設
分類別）の量について、どのように考えますか。 

問 14 学校施設の統廃合について、どのように考えますか。 

問 15 廃校となる旧校舎が発生した場合、旧校舎の活用方法として適切と考えるものはどれですか。 

問 16 余裕教室を他の公共施設として活用することについて、どのように考えますか。 

問 17 
（問 16 で賛成と答えた場合）余裕教室をどのような施設機能に転用することが望ましいと考えます
か。 

問 18 
（問 16 で反対と答えた場合）余裕教室の他の公共施設としての活用に反対する理由はどれです
か。 

問 19 自由意見 
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アンケート結果 

個別施設計画の検討において、特に考慮すべき結果について、以下に整理します。 

※結果の詳細は、別途、「市民アンケート調査結果報告書」にとりまとめています。 

① 結果の概要 

１）公共施設の総量削減に対する意見  

「積極的に進めるべきである」、「やむを得ないと考える」との回答が約 7 割を占め、概ね賛同が得られた。 
 

２）公共施設を見直すにあたり重視・優先すべき事項  

施設の運営コストに対する効果・利用頻度、採算性が最も高い回答割合を示した。 
 

３）市内で現在供給される施設機能の量に対する考え  

旧 1 市 3 町に配置されているプール、市民文化系機能に対して「過剰である」との回答割合が高い傾向に

ある。 
 

４）小・中学校の統廃合に対する意見  

「早急に進めるべきである」、「やむを得ない」と回答した割合は 7 割以上となり、概ね賛同が得られた。 
 

 

② 個別施設計画検討で考慮すべき主な意見 

・公共施設の総量削減に対し、全体の約 7 割が概ね賛同を示す一方で、約 2 割は否定的な意見

が占めている。総量削減に変わる財源確保の方策としては、「民間活力を活用した公共施設の

整備や管理運営を進める」との回答が 4 割程度を占め、総量削減に変わる方策として、民間

も含めた施設の管理・運営のあり方の検討が求められていることが推察される。 

・総量削減を進めるにあたっての方策としては、「公共施設の統廃合や複合化を進め、人口規

模や財政状況に見合った施設の量に削減する」が回答全体の 5割程度を占めた。また、「近

隣市町と連携した公共施設の整備や管理運営を行い、施設量を削減する」、「民間とサービス

が類似する公共施設は廃止し、施設量を削減する」がそれぞれ 2割程度を占めており、今あ

る公共施設の枠組みを超えた、広域的な視点での検討が求められていることも窺える。 

・公共施設の見直しによって生じる変化に対する許容可能な範囲をみると、「施設数が減るこ

とで、利用したい施設までの移動距離・時間が長くなること」の割合が最も高くなってお

り、総量削減に伴う交通面の利便性の低下について、一定の理解が得られているといえる。 

・廃校となる旧校舎の活用方法としては、「民間への売却や貸付を行い、公共施設としては今

後使用しない」との割合が最も高くなった。 
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 アセットマネジメント講演会・地域懇談会 

市の公共施設に関する現状や課題、アセットマネジメントの必要性を周知するとともに、公共

施設全体及び個別施設の方向性に関する市民の考えや意識を把握するために、「アセットマネジメ

ント講演会」及び「アセットマネジメント地域懇談会」を実施しました。 

なお、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点より、当初予定をしていた講演会及びグループ

ワークではなく、動画配信や個人（グループ）単位での面談方式にて開催しました。 

またこれらの取組みに加え、市のホームページにおいてアセットマネジメントに関する意見等

を随時募集するとともに、得られた意見は計画の策定やその後の推進の参考としていきます。 

 

講演会（動画配信） 開催概要 

開催期間 

（動画配信期間） 
講演（配信）内容 講演者 

令和 2 

（2020）年 

7 月 9 日～ 

市長からのメッセージ 梅田 修一 市長 

有識者講演 

「公共施設の老朽化問題と財政課題に関して」 

東洋大学 大学院  

経済学研究科 公民連携専攻 

PPP 研究センター 

天神 良久 客員教授 

3 分間で解説 久喜市の公共施設の状況 アセットマネジメント推進課 

 

地域懇談会 開催概要 

対象地区（会場） 開催日時 参加人数 

久喜地区 

（市役所本庁舎） 

令和 2（2020）年 10 月 31 日 

10：00～12：00 
1 人 

菖蒲地区 

（菖蒲総合支所） 

令和 2（2020）年 11 月 7 日 

10：00～12：00 

事前申し込みがなかったため、未開催 
栗橋地区 

（栗橋総合支所） 

令和 2（2020）年 11 月 7 日 

14：30～16：30 

鷲宮地区 

（鷲宮総合支所） 

令和 2（2020）年 10 月 31 日 

14：30～16：30 

 

個別施設計画検討で考慮すべき主な意見 

・「適切な総量」を実現するために、施設分類別のあるべき値を設定し、その実現に向けた個別施

設の方向性を検討するとの流れは、妥当と考える。一部の施設分類について、施策に基づく調

整を要することも理解できる。 

・市の現状や課題を踏まえると、統廃合の推進そのものには賛同する。始めるのが遅すぎたくら

いである。一方で、施設の保全については、適切に行う必要があると感じている。定期的な点

検や調査が必要不可欠であると考える。統廃合の推進と並行して、施設の維持管理は徹底して

ほしい。 

・施設を集約化・複合化するタイミングを、施設の課題解決のタイミングをとらえて欲しい。こ

の際に設備の更新等を図ることが出来れば、非常に効率的である。 

・市民文化系施設について、類似用途の施設が狭い範囲に複数存在している現状は効率的とはい
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えない。結果としていずれの施設も中途半端な機能や性能に陥ってしまっている。類似する用

途の施設は集約化することで投資の集中も可能となる。 

・当初の設置目的と実際の利用実態に乖離がみられる施設が存在する（産業系施設など）。設置目

的に応じた事業が行われていないのであれば、見直しを図るべきである。 

・施設名称は、時代や市民ニーズに応じたものとするべきである。例えば、公民館とコミュニテ

ィセンターはどちらも貸室を目的とする施設であるが、設置の経緯や根拠法が異なることから、

利用に際して微妙な差異が生じている。例えば公民館を全てコミュニティセンター化し、利用

の幅を広げるような方策が考えられるのではないか。 

・統廃合に伴って生じる空き施設については、早急に活用方策を検討し、実行に移さなければな

らない。建物は一度利用を止めてしまうと、一気に傷んでしまう。時間を置いて再度活用とな

った際に、新たに改修等の費用が生じるような事態は避けるべきである。 

 

 久喜市公共施設個別施設計画検討委員会 

本計画の策定および改訂にあたり、市民や有識者等からの意見を広く取り入れることを目的に

久喜市公共施設個別施設計画検討委員会を設置し、必要な事項の検討を行いました。 

委員の内訳は以下のとおりです。 

※検討委員会の開催概要、委員名簿等は、資料編に掲載します。 

 

表 ３-１ 委員の選任区分及び人数の内訳 

選任区分 策定時 改訂時 

公募による市民 3 名 3 名 

市内各種団体を代表する者 5 名 ６名 

学識経験を有する者 2 名 １名 
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第４章 適正化に向けた方針等 

 公共施設の適正化に向けた検討の流れ 

本計画では、以下のフローに基づき公共施設の適正化に向けた検討を行い、個別施設の方向性

を導きます。本章では、それぞれのフロー項目に対応する考え方を整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市が保有する公共施設の現状整理 182 施設 34.6 万㎡（令和 2（2020）年 3 月末現在） 

本市の適切な保有量「あるべき値」の検討 

●約 15 万人都市（令和 2（2020）年現在）、約 11 万人都市（令和 37（2055）年現在）の本市が

本来保有すべき公共施設の量を「あるべき値」と名付け、その具体数値とその実現のために削減すべき施設総

量を施設分類別に把握する。 

「配置の適正化に向けた取組み方針」の検討 

●現時点の保有「過剰」の解消と、令和 37（2055 年）時点でのあるべき値の実現に向けた施設配置の考え

方や、個別施設の方向性を検討するにあたっての考え方を整理する。 

「建築物の長寿命化に向けた取組み方針」の検討 

●建築物の長寿命化に向けて、規模、築年数、用途、劣化状況等により、目標使用年数やそれに応じた施設

保全の考え方を整理し、個別施設に適した方針を検討する。 

計画期間 第 1 期における年度ごとの事業計画（工程表）を策定 

●第 1 期における普通建設事業費の推計額（約 25.7 億円/年）を今後も公共建築物に費やすことのできる

財源見込みと定め、予防保全対象施設について、財源上限額に応じて改修・更新等の優先順位を設定する。 

予防保全を基本とすべき施設 

●予防保全的な観点から、部材や設備の耐用年

数、劣化状況等を考慮して、計画的な修繕・更

新、改修等を実施することで、目標使用年数まで

施設を使用する。 

●修繕・更新等の実施時期の目安と費用の見通し

を把握する。 

事後保全を基本とすべき施設 

●点検等により、不具合が認められた場合は、適宜

修繕等を実施することで、概ね法定耐用年数を

目安に施設を使用し、その後は更新もしくは除却

する。 

●第 1 期中に施設を「廃止」、「譲渡」する場合は、

事後保全を基本とする。 

検討結果に対する削減効果の検証 

●財政面及び施設総量面の両観点より、削減目標の達成状況を確認する。 

本市の公共施設の課題とその解決のために検討すべき事項の把握 

総合管理計画を踏まえた本計画の基本方針の検討 

●「配置の適正化」、「建築物の長寿命化」の 2 つの観点に基づき、基本方針を検討する。 

第１章～第２章 

市民意向の把握 第 3 章 

第 4 章 
ｐ.38  4.2 

第 4 章 
ｐ.39 4.3～4.4 

第 4 章 
ｐ.43  4.6 

本計画の削減目標の設定 
第 4 章 

ｐ.42 4.5 

第 4 章 
ｐ.47  4.7 

第 5 章 

第 4 章 
ｐ.52  4.8 

計画期間第１期～第 4 期における施設分類別適正配置計画の策定 

●あるべき値、配置の適正化に向けた取組み方針に基づき、施設分類別に「配置の適正化方針」を定めたうえで

個別施設の適正配置の方向性を検討する。 

第 6 章 

第 7 章 
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 本市の公共施設の課題とその解決のために検討すべき事項 

前章までの内容を踏まえ、本市における公共施設の課題とその解決に向けて検討すべき事項を

以下のとおり整理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人口の状況 

・人口減少が続いており、計画期間満了時点

には、現在の 4分の 3程度にまで減少する

ことが見込まれている。 

・一方で、局所的な人口増加傾向がみられる

地区も存在し、施設需要に変化が生じてい

る。 

財政の状況 

・生産年齢人口の減少により税収の増加は

見込めない一方で、少子高齢化の進行によ

り社会保障関連経費は伸び続けることが

見込まれる。 

・合併推進債は令和 11（2029）年度に発行期

限を迎える。 

公共建築物全体の状況 

・合併前の施設を全て新市に引き継いでいることから、同様の機能を持つ施設が重複し、中に

は合併前の規模は不要となった施設も発生している。 

・市民 1人あたりの延床面積は近隣の同規模自治体の平均を上回っていることから、本市の保

有する施設総量は、全体として過剰な傾向にあるといえる。 

・建築後 30 年以上経過している建築物の割合は全体の 7 割以上に達しており、近い将来、多

額の改修・更新費用が生じる見込みである。 

公共建築物の劣化状況 

・築年数の経過する施設ほど劣化が進行し、

一部の施設は利用者の安全面にも支障を

きたしかねない状況である。 

・屋根・屋上や外壁、内部において、評価が

低い（C・D 評価）建築物は、全体の 3割か

ら 4割を占めている。 

公共建築物の利用状況 

・一般利用施設の年間平均稼働率は 34.1％

と低い傾向にある。 

・同様の機能を有する施設が複数ある場合

は、一部の施設に利用が集中している状況

がみられる。 

・類似する機能を持つ部屋が複数の施設に

重複して整備されている。 

検討すべき事項 

・人口減少や税収減、人口構造の変化に伴う施設ニーズの変化を踏まえた施設の適正な保有量とそ

の実現に向けた方策の明確化 

・劣化の進行する施設に対する改修等の確実な実施とそれによる安全確保や耐久性の向上 

・改修・更新等費用の縮減と平準化に向けた、予防保全による長寿命化の推進 

・施設の維持管理コストの削減に向けた、地元自治会や関連団体、民間事業者との連携による効率

的な管理・運営体制の構築 

財政が厳しさを増す中で、今ある全ての公共施設を維持し、従来どおりの財源を費やすことは実

質不可能であることから、今後は財源規模に応じた施設総量に縮減を図らなければならない 
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 総合管理計画におけるアセットマネジメント基本方針 

上位計画である総合管理計画では、本市におけるアセットマネジメント基本方針を次のとおり

定めました。これらを推進するため、本計画の基本的な考えや各方針を次節以降に定めます。 

 

 

 公共施設のあり方や必要性について、人口減少・少子高齢化、厳しい財政状況、市民の利用状

況・ニーズ等の面から総合的に評価を行い、適切な保有量を実現する。 

 地区別の将来推計人口、市民アンケート調査の結果等を踏まえ、今後必要な施設機能を想定し、

必要なサービス水準を確保しつつ、施設の複合化・多機能化を図り、整備や運営等の施設に係

る全てのコストの削減を推進する。 

 

 

老朽化した建築物の廃止・重複する機能の統廃合・施設の長寿命化・民間活力の導入を 

推進することで、更新費用を 40 年間で 20％削減する。 

 

 

 

  

（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

ライフサイクルコストの削減・平準化の推進 

・維持管理・修繕・更新等の履歴の集積・蓄

積と老朽化対策への活用 

・予防保全型維持管理の考えに基づく、定期

的な施設の維持管理の実施 

・更新時における民間活力の導入検討 

（４）耐震化の実施方針 

早急な耐震改修の実施の推進 

・長期的な利用が想定される施設について優

先的に耐震改修を実施 

・老朽化が進行している施設や小規模施設は

更新や統廃合により対応 

（５）長寿命化の実施方針 

長寿命化による公共建築物の延命化と安全性

の確保とライフサイクルコストの削減 

・利用が少なく、老朽化している公共建築物

については廃止とする 

・今後も活用を継続する施設は更新を基本と

する 

・普通財産も適切な管理を推進 

（６）統合や廃止の推進方針 

施設配置状況、利用状況、施設の老朽化等を

考慮した統廃合の推進 

・少子化の進行を踏まえ、学校施設の統合等

を検討 

（３）安全確保の実施方針 

災害時の拠点施設としての観点も含めた安全

性の確保の推進 

・不特定多数が利用する施設、地区の拠点と

なる施設を中心に災害時の避難場所として

の機能を確保 

（１）点検・診断等の実施方針 

定期的・計画的に公共施設の点検・診断の実

施とその結果を踏まえた予防保全の推進 

・建築基準法第 12 条の定期点検の実施と結

果の活用 

・職員による日常的な管理の推進 

アセットマネジメントの基本的な考え方 

削減目標 

アセットマネジメントの実施方針（要約） 
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 公共施設の適正化に向けた基本方針 

本市の公共施設の現状と課題及びアセットマネジメント基本方針を踏まえ、公共施設の適正化

に向けた基本方針を次のとおり定めます。 

 

方針１ 「配置の適正化」、「建築物の長寿命化」の両観点に基づくマネジメントの推進 

安全・安心かつ時代の情勢に応じた公共サービスの提供を継続しつつ、施設に要する将来コス

トを縮減し、財政負担の軽減を図るため、「配置の適正化」と「建築物の長寿命化」の両観点から

施設の方向性を検討します。 

「配置の適正化」については、将来の人口規模に応じて施設総量の削減を図りつつ、今後の施設

需要の変化を勘案したうえで、施設の集約化や複合化を含めた適正配置を目指し、必要な対策を

実施します。 

「建築物の長寿命化」については、従来の「事後保全」から「予防保全」への転換を図りつつ、

適切な改修や更新等を計画的に実施することで、施設を長寿命化し、トータルコストの縮減を達

成します。 

 

方針２ 施設規模・配置の適正化 

「機能」の維持・向上を図りつつ、「建築物」の保有量の縮減を図るためには、「建築物」に収め

る「機能」の規模（ボリューム）を適正に設定する必要があります。 

今後の人口規模の変化を踏まえ、それぞれの施設分類の「機能」に対して、法令等の基準を踏

まえつつ、適正な施設規模や配置を設定します。 

 

方針３ 複合化・多機能化による拠点施設の整備 

総量削減と機能維持の両立を図るために、施設自体の数や規模を縮小しながら、エリアごとに

拠点となる施設を配置し、そこへの複合化・多機能化、集約化を進めることで、効率的な維持管

理・運営や公共施設サービスの維持・向上を図ります。 

複合化や多機能化、集約化にあたっては、地域活動の中心となる施設、比較的大規模で多くの

用途に対応できる施設を中心に検討し、市民が集い・賑わう拠点形成を目指します。 

局所的な人口増加等によって短期的に施設需要が増加した場合にも、既存施設への複合化によ

る対応を基本とすることで、施設総量の抑制を図ります。 

複合化・多機能化等に伴い廃止することとなった施設については、早急に除却に向けた準備を

進めるとともに、建物自体は新しく耐震性も確保されている施設については、転用を検討するほ

か、転用の可能性の無い施設については、原則として売却することにより、財源の確保に努めま

す。 

 

方針４ 対象者や目的・用途を限定しないサービス提供への転換 

施設を 1 つの目的・用途や対象者に限定するのではなく、幅広い世代の市民がそれぞれの目的

に応じて利用できる多機能な施設に転換し、類似する機能の集約化を推進することで、施設の「機

能」の質を高めながら、総量の縮減を図ります。 
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方針５ 役割分担の見直し 

民間の経営ノウハウを活用することで、より有効なサービスの提供が期待できる場合は、民間

への売却・譲渡等を推進し、利便性の向上や運営の効率化を図ります。 

 

方針６ 適切な建築物の状況把握 

従来の「法定点検」に加え、施設管理者等が自ら行う「定期点検」、「日常点検」の計画的な実施

により、施設や設備の劣化や損傷等の状況把握に努めます。 

職員自らによる劣化状況調査を定期的に実施することにより、建築物の劣化状況を早期かつ的

確に把握し、劣化の進行に応じた計画的な保全を図ります。 

 

方針７ 長寿命化による財政負担の平準化、建替費用の縮減 

計画期間に施設の建替時期が集中し、複数回に渡り建替のピークを迎えることとなるものの、

一時的な建替費用の増大は市の財政に多大な影響を及ぼすおそれがあることから、施設の利用状

況やコスト状況、将来的な複合化の可能性など、様々な観点より施設の状況に応じて計画的に施

設を長寿命化し、財政負担の平準化を図ります。 
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50 

配置の適正化 

施設規模・配置の適正化 

方針 2 

複合化・多機能化による

拠点施設の整備 

方針 3 

役割分担の見直し 

方針 5 

対象者や目的・用途を限定し

ないサービス提供への転換 

方針 4 

長寿命化による財政負担の

平準化、建替費用の縮減 

建築物の長寿命化 

適切な建築物の状況把握 

方針 6 

方針 7 

方針１ 

両観点に基づく 

公共施設アセットマネジメントの推進 

本市の適切な施設保有量「あるべき値」の検討 

配置の適正化に向けた取組み方針に基づく対策の検討 

建築物の長寿命化に向けた取組み方針

に基づく対策の検討 

図 ４-１ 公共施設の適正配置方針に基づく検討の流れ 
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 本計画の削減目標 

総合管理計画においては、アセットマネジメントの目標を次のとおり定めました。 

 

本計画は、総合管理計画を推進するための実行計画に位置付けられることから、上記の削減数

値目標を継承し、総合管理計画の計画期間のうち残り 35 年間における更新費用を 20％以上削減

することを目標とします。 

一方で、本目標はインフラ資産を含む、市の保有する公共施設等全体に対して掲げられるもの

ですが、インフラ資産は公共建築物と異なり、統廃合や複合化などの多様な方策がなく対策が限

られているとともに、市民の生命や生活の安全性に直結することから保全のための財源確保は極

めて重要であることを踏まえると、大幅な見直しは現実的とは言い難く、その結果、目標の達成

と将来的な財源の捻出のために公共建築物が担うべき役割は、インフラ施設を大きく上回ること

が想定されます。 

あわせて、削減目標の達成を目指して個別施設の方向性を定めたうえで、今後 35 年間にわたっ

てその推進と進捗管理を行うにあたっては、費用面のみならず施設総量面における削減目標を設

定することで、その実現に向けた方策の検討がより効率的かつ円滑に行えるとともに、削減後の

施設配置の全体像を把握することも容易となります。 

そこで本計画では、後述する、本市の適切な保有量「あるべき値」の実現を施設総量面におけ

る長期目標に掲げることとします。今後、本計画の推進と進捗管理を行うにあたっては、常に計

画期間満了時点におけるあるべき値の達成状況を見通したうえで、施設の総量管理を行うことを

基本とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公共施設等（公共建築物・インフラ資産）の更新費用を 40 年間（※）で 20％削減する。 
（※平成 28（2016）年度～令和 37（2055）年度） 

 
財政面：更新費用 20％以上の削減 

施設総量面：施設分類別あるべき値の達成 

あるべき値の実現に向けた「配置の適正化」の推進 
（配置の適正化に向けた取組み方針） 

「配置の適正化」の方向性に対応する施設保全の推進 
（建築物の長寿命化に向けた取組み方針） 

本市の適切な保有量「あるべき値」 

計画策定時点 
（令和 2（2020）年度） 

計画期間満了時点 
（令和 37（2055）年度） 

公的算定基準 
同規模自治体

保有量 
施策との諸調整 

●改修・更新等費用の縮減 
●施設の優先順位等を踏まえた 

費用の平準化 

削減目標の達成（令和 37（2055）年度時点） 

●将来の人口規模や施設需要に 
応じた施設総量の削減 
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 本市の適切な保有量「あるべき値」 

「あるべき値」の考え方 

「アセットマネジメントの基本方針」に掲げるとおり、「適切な保有量を実現」し、「整備や運

営等の施設に係る全てのコストの削減」を図るためには、施設の総量を削減し、更新等費用の抑

制を進めていくことが大前提となりますが、そのためには、将来の人口構造に応じた本市の本来

保有すべき公共施設量を把握する必要があります。 

前述のとおり、人口減少や合併を契機に公共建築物の「量過剰」の課題を抱える本市において

は、この飽和状況を解消するための目安となるマイナス指標を定めることが必要となりますが、

その際、本市が本来保有すべき公共施設量を把握し、明確に数量化することで、過剰分、すなわ

ち削減すべき総量が明らかになります。 

本計画では、この本市が本来保有すべき公共施設量を「あるべき値」と名付け、施設分類別に

その数値を算出します。「あるべき値」とは、将来的な人口減少や構成の変化を踏まえた上で、本

市が行政運営を継続するうえでの最低限必要となる施設総量を意味し、今後 35年間の計画期間内

において総量削減を推進していくうえでの目安に位置付けられるものです。 

本計画においては、総合管理計画に記載のとおり、「更新費用を 40年間で 20％削減」の数値目

標を達成するために、あるべき値に基づく施設保有量の管理と計画的な削減を進めることで、施

設に要する更新等費用の抑制を図るものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 ４-２ 「あるべき値」の考え方 
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（2047）年度 
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（H27 国勢調査） 
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あるべき値は、以下に示す（ア）～（ウ）の手順に基づき設定します。 

(ア) 公的算定基準に基づく算出 

法令やガイドライン、手引等によって、整備すべき公共施設量の算定基準が示される場合は、

そこから算出される数値を以って「あるべき値」を算出します。 

算出にあたっての考え方は、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(イ) 同規模自治体における保有量（㎡/人）に基づく算出 

算定基準が存在しない施設分類や基準を用いての算定が困難な施設分類は、同規模自治体にお

ける施設の保有量（㎡/人）を基準としたうえで、あるべき値を把握します。 

同規模自治体の定義や算出に使用する資料等は、次のとおりです。 

 

考え方 詳細 

同規模自治体 

とは 

全国中都市且つ可住地面積あたり人口密度が類似する、計 67 市 

（うち合併：30 市） 

※中都市とは：都市（政令指定都市、中核市及び施行時特例市以外の市が該当）のうち、人

口 10 万人以上の市のことを指す。 

 久喜市可住地面積あたり人口密度：1,849 人/k ㎡ 

※同規模自治体：可住地面積あたり人口密度が 1,000 人/k ㎡～4,000 人/k ㎡に該当する

市町村と定義 

基づく資料 人口：国勢調査（平成 27（2015）年）、久喜市人口ビジョン（令和 37（2055）年） 

 公共施設量及び施設分類：公共施設状況調（平成 29（2017）年） 

 可住地面積：内閣府「経済・財政と暮らしの指標「見える化」データ集（平成25（2013）年） 

※可住地面積とは：総土地面積から林野面積及び湖沼面積を差し引いた、「人が居住し得る」

土地の面積 

 

同規模自治体の施設保有量は、施設分類ごとに最小値、第一四分位数及び平均値を算出し、施

設分類の特性や状況に応じて適正な数値をあるべき値として設定しますが、その際の考え方や留

意点は次のとおりです。 

 
 
例） 
◆庁舎：起債許可標準面積算定基準（総務省） 
◆放課後児童クラブ：放課後児童健全育成事業の設置及び運営に関する基準（厚生労働省） 

埼玉県放課後児童クラブガイドライン（埼玉県） 

利用者 1人あたり最低整備面積○㎡ 

1 施設あたりの定員□人 

公的算定基準に基づく算出 

施設整備に関わる公的基準 
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算出する値 考え方 

同規模自治体の 

最小値 

 

※統計的な外れ

値を除く 

最小値を把握することで、本市と行政規模の類似する自治体が行政運営を行う上で保

有すべき施設の最低量が判明し、行政運営に支障をきたさない範囲での削減の上限を把

握することが可能となる。 

一方で、最小値は、施設保有に関する各自治体の個別事情を反映した数値である場

合が想定されることにも留意が必要である。 

同規模自治体の 

第一四分位数 

第一四分位数とは、比較対象である同規模自治体を施設の保有量が多い集団と少な

い集団に二分した際の少ない集団の代表値に該当する。 

最小値には各自治体の諸事情が大きく影響するであろうことを踏まえると、第一四分位

数を施設保有量が少ない（ながらも支障なく行政運営を続けている）自治体を代表する

数値と解釈することが妥当といえる。 

同規模自治体の 

平均値 

平均値と比較することで、同規模自治体間における本市の施設保有量の位置づけを把

握することができる。本市の施設保有量が平均値と比べて大幅に多い場合は、まずは平均

値を目安とした削減が現実的といえる。 

一方で、全国の自治体において、人口減少を背景に施設の総量削減を目的とする公共

施設アセットマネジメントを進めている現状を踏まえると、平均値を目安とした削減だけでは

将来の人口規模と釣り合わず、削減後の施設量が過剰になりかねないことにも留意すべき

である。 

(ウ) 各種施策の進展との諸調整 

公共施設の中には、施設の設置を裏付ける根拠法等が存在しないなど、施設の整備自体が市の

政策判断に委ねられるようなものも存在します。この場合は、別途、各種施策等との連動した検

討を図ったうえで、あるべき値を算出するものとします。なおこの際の検討にあたっては、アセ

ットマネジメント基本方針、またそれに基づく具体的な実施方針への準拠を基本とします。 

 

例）老人福祉センター 

◆根拠法：老人福祉法（第十五条の５） 

「国及び都道府県以外の者は、社会福祉法の定めるところにより、軽費老人ホーム又は老人福祉センターを 

設置することができる。」 

 ※設置は市町村の政策判断に委ねられ、義務ではない 

◆施設整備に関わる基準等（建物の構造，規模）： 

「老人福祉センター（Ａ型）の建物の構造は，利用者の便，防災等について十分配慮したものとし， 

その規模は 495 ㎡以上とする。」 

※上限に定めはない 

 

施設分類別の「あるべき値」とその実現に向けた削減の目安 

上記の考え方やア～ウの方法に基づいて算出したあるべき値は、次表のとおりです。また、得

られたあるべき値と現在保有する施設総量との比較を行うことで、削減を図るべき施設量を算出

しています。 

なお、あるべきの値設定にあたっては、今後市が進めようとしている各種施策をはじめ、総合

的な調整を図るものとします。 

老人福祉センター 
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表 ４-１ 施設分類別の「あるべき値」とその実現にむけた延床面積の削減率 
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 配置の適正化に向けた取組み方針 

適正配置の方向性を導く考え方 

施設をハード面（建物特性）とソフト面（利用特性）の二つの側面から総合的に評価を行う一

次評価（定量的評価）、市の施策との関連や将来性、代替性などを考慮した二次評価（定性的評価）、

将来人口や施設の立地状況、災害危険性などを踏まえた三次評価（配置・立地評価）の三段階に

分けて実施し、最終的に適正配置方針を踏まえた総合評価を行うことで、個別施設の適正配置の

方向性を検討します。 

 

 

 

 

① 一次評価（定量的評価）の考え方について 

公共施設の利用状況（利用者数、稼働日数など）、運営コスト（光熱水費等の維持管理費等）、

建物性能（劣化度評価）を指標として定量的評価を行います。 

具体的には、次の図に示すとおり、縦軸を施設の利用状況と運営コストを用いた費用対効果評

価とし、「優」評価の緑色領域、「普通」評価の黄色領域、「劣」評価の橙色領域の 3 領域に分け、

横軸を建物性能評価とし、「優」評価の青破線領域、「普通」評価の黒破線領域、「劣」評価の赤破

線領域の 3領域に分けます。この縦軸と横軸の交点の位置で 9領域に施設を区分し、評価します。 

例えば、「A」領域にある施設は、費用対効果評価が上段の「優」領域にあり、建物性能評価が右

列の「優」領域にあることから、利用者等が多く、運営コストが低い施設であるとともに、建物

の状態も良い施設であり、継続して長期利用を図るべき施設であると評価します。 

一次評価 

（定量的評価） 

費用対効果分析（ソフト：財務情報と利用状況）と施設性能分析（ハード：

経過年数や劣化度評価結果）により評価 

二次評価 

（定性的評価） 
施設所管課へのヒアリング調査を通じ、公共施設の必要性など定性的な評価 

公共施設の立地の安全性、将来人口等の人口動向、各種まちづくり計画との

整合性に基づく施設の空間的な評価 

施設類型別適正配

置の方向性の検討 

一次、二次、三次評価結果と「公共施設の適正化に向けた全体方針」を踏ま

え、適正配置の方向性を検討 

三次評価 

（配置・立地評価） 

図 ４-３ 適正配置の方向性検討の流れ 
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図 ４-４ 定量的評価の考え方 

 

② 二次評価（定性評価）の考え方について 

施設の方向性を決めるには、一次評価で実施した定量的な分析だけでなく、施設ごとの特性や

各種計画における方針など、施設の定性的な側面を含めて決定する必要があります。 

二次評価では、施設所管課へのアンケート調査を通じて、施設の「公共性・公益性」「代替性」

「有効性」「機能性・将来性」の 4つの視点より評価を行います。 

 

表 ４-２ 二次評価（定性評価）の項目 

項目 番号 評価の視点 

公共性・公益性 1 施設で行われる事業は、市の判断のみでの廃止が可能か 

 2 施設を廃止した場合、市民生活に与える影響はどうか 

 3 設置目的に応じた効果があらわれているか 

代替性 4 他市有施設で同一の市民サービスが代替できないか 

 5 国、県、近隣自治体、民間施設で同一のサービスが代替できないか 

 6 事業の実施や施設の管理運営を委ねることのできる団体等があるか 

 7 団体等へ売却・譲渡できる施設か 

有効性 8 施設は十分に活用されているか 

 9 今後、10 年間で利用者が増加する見込みはあるか 

機能性・将来性 10 今後の維持管理の見込みはどうか 

 
11 

施設の管理運営に関する経費削減や収入の確保等を目的とする新たな方策が実

施されているか 

 12 建物（ハード面）について、余剰スペース等を活用した複合利用は可能か 

 13 施設機能（ソフト面）について、他の建物への移転や他機能との複合が可能か 

 

  

区分 方向性

A 長寿命化を基本とする

B1 施設性能の向上を検討する

B2 費用対効果の向上を検討する

C1 施設性能の改善を検討する

C2 施設性能と費用対効果、両方の改善を検討する

C3 費用対効果の改善を検討する

D1 施設性能の見直しを検討する

D2 費用対効果の見直しを検討する

E 施設性能と費用対効果、両方の見直しが必要である

C1 B1 A

D1 C2 B2

E D2 C3

劣 中 優

優

中

劣

建物性能評価

費

用

対

効

果

評

価
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③ 三次評価（配置・立地評価）の考え方について 

三次評価（配置・立地評価）は、GIS（地理情報システム）を用いて、施設ごとに立地の将来性、

利便性、安全性に関する評価を行います。 

 

表 ４-３ 三次評価（配置・立地評価）の項目 

評価項目 評価の考え方 配点範囲区分 出典等 

将
来
性 

将来推計人口
（増減率） 

久喜市域に重複する人口メッシ
ュ増減率平均（-28％）を基
準とする（2015 年～2050
年） 

増減率 
（-28％） 
・以上 
・未満 
・非居住地 

・国土数値情報 500m メッシ
ュ別将来推計人口（H30
国政局推計） 

拠点性 
「久喜市都市計画マスタープラ
ン」における「都市核」を基準とす
る 

都市核と 
・重なる 
・重ならない 

・久喜市総合振興計画 
（土地利用の方向性） 
・久喜市都市計画マスタープラ

ン（本市の都市核） 

利
便
性 

公共交通 
徒歩圏 

・バス停から半径 300ｍ※市内
循環バス含む 
・鉄道駅から半径 1,000ｍ 

各徒歩圏域と 
・重なる 
・重ならない 

・久喜市公共交通検討報告
書 

・国土数値情報 
・市内循環バス路線図 

安
全
性 

洪水危険性 

各河川による洪水浸水想定区
域の浸水深ランクを基準とする 

浸水深ランク 
・3.0ｍ以上 
・0.5-3.0ｍ 
・0.5ｍ未満 
・浸水しない 

・洪水ハザードマップ 
（利根川、荒川、江戸川、小

山川、県管理河川） 

利根川家屋倒壊等氾濫危険
区域を基準とする 

氾濫危険区域と 
・重なる 
・重ならない 

洪水ハザードマップ （利根
川） 

内水被害箇所 
近年の内水被害箇所（道路
冠水による通行止め区間）を
基準とする 

内水被害箇所と 
・重なる 
・重ならない 

内水ハザードマップ 

建物倒壊 
危険度 

建物全壊率の平均値を基準と
する 

危険度 2 以上と 
・重なる 
・重ならない 

地震ハザードマップ 

液状化可能性 
液状化の可能性が高い区域
（PL 値 2.2 以上）を基準とす
る 

可能性が高いと 
・重なる 
・重ならない 

地震ハザードマップ 
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適正配置の方策 

施設ごとの適正配置の方向性については、次に示す手法の中から検討を行います。 

適正配置の推進にあたっては、現在既に行っている運営面での取組み等も踏まえつつ、以下に

示す手法を複数組み合わせるなど、それぞれの施設に適した方策を検討します。 

 

表 ４-４ 適正配置の具体的方策 

 

  

方策 内容 イメージ 

①集約化 

同一サービスの複数施設を

より少ない施設規模や数に

集約すること 

 

②機能移転 

他の施設の余剰スペース等

に機能を移転して、サービス

の提供を継続すること 

 

③複合化 

余剰・余裕スペースについ

て、異なる機能を統合し、

複数の機能を有した複合

施設として整備すること 

 

④民間施設の

活用 

サービスの提供に周辺の民

間施設を活用すること 

 

⑤実施主体や

管理運営主体

の変更 

事業の実施主体や管理運

営主体を民間や地元組織

などへ変更すること 

 

⑥転用 
既存の施設を他の用途の

施設へと転用すること 
 

⑦廃止 施設を廃止すること 

 

⑧譲渡 
建物や跡地等を民間や地

元組織等へ譲渡すること 
 

Ａ 

Ａ 

Ａ 

余剰 

同一 
サービス 

余剰 

異なる 
サービス 

Ａ 

Ｂ 

B Ａ 
Ｂ 

市による 
施設の管理運営

事業実施 

民間による 
施設の管理運営 

事業実施 

Ａ 民間 

譲渡

移管 

Ａ 処分 
廃止 

転用 Ａ Ｂ 

余剰 

活用 
Ａ 民間 

Ａ 
Ａ 

余剰 

移転 
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地域バランスの考え方 

前述のとおり、本市では、合併前の旧 1 市 3 町がそれぞれの行政規模に応じて独自に整備を進

めてきた施設を新市に全て引き継いだことから、約 15万人の人口を抱える 1市で捉えると、重複

して配置される施設が多数存在しています。 

一方で、施設で提供されるサービスは利用の特性や条件が異なることから、施設の配置を見直

すにあたっては、各施設が提供するサービスの及ぶ範囲を考慮しながら、施設の方向性を検討す

ることが必要です。 

そこで、それぞれのサービスの内容や対象となる利用者の範囲に基づき、施設の利用区分を「広

域利用施設」、「市全域利用施設」、「地区利用施設」、「地域利用施設」、「地域の実情に応じて配置

するべき施設」に改めて整理した上で、施設分類ごとに施設の箇所数と配置の見直しを図ります。 

 

表 ４-５ 利用区分の考え方 

利用区分 
配置する施設分類 

（施設名称） 
施設の特性と配置の方針 

広域 

利用施設 

文化会館 

体育館 

プール 

○文化振興機能を有する施設や大規模なイベント・大会等の会

場となる施設など、市民に加え、市外周辺地域からの不特定

多数の利用を見込む施設 

〇全市域をベースとした配置でサービス提供を行うほか、将来的に

は、施設の建替え等も含め、近隣市町との広域連携の検討も

行っていく 

市全域 

利用施設 

行政系施設 

（市役所、公文書館） 

医療・保健施設 

学校給食センター 

高齢者福祉施設 

〇全市民の利用を前提としており、市の公共サービスの拠点となる

施設 

〇全市域をベースとした配置で、サービス提供を行う 

〇多くの市民が利用したいと感じるよう、多機能を複合した拠点

施設としての整備を目安とする 

地区 

利用施設 

行政系施設 

（総合支所） 

社会福祉施設 

幼稚園・保育所 

子育て支援施設 

図書館・資料館 

〇地区を主な圏域としており、日常的に求められる身近な行政サ

ービスを提供する施設 

〇地区をベースとした配置で、サービス提供を行う 

〇旧 1 市 3 町が独自に整備を進めてきた施設のうち、今後も地

区単位での配置が適切な機能について、地区ごとに配置する

拠点施設へ複合化することで維持を図る 

地域 

利用施設 

消防団器具置場 

障がい者福祉施設 

養護老人ホーム 

放課後児童クラブ 

小学校・中学校 

集会所 

コミュニティセンター 

○概ね小学校区・中学校区程度の住民の利用を前提としてお

り、地域生活に密着し特定の住民を対象とした公共サービスを

提供する施設 

〇ニーズや人口分布等の地域特性を踏まえたうえで、地域の実

態に即して小学校区・中学校区をベースとした配置で、サービス

提供を行う 

〇民間事業者や地域住民、自治会等への移管が可能な施設

は、譲渡を推進する 

地域の実情に

応じて配置す

るべき施設 

産業系施設 

市営住宅 

○地域の特性や状況等を踏まえ、サービス提供が必要と判断され

る場合に配置する施設 

○単独に施設を設置しなくとも、周辺の他施設の類似機能にて

代替等が可能な場合は、廃止や譲渡を推進する 
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 建築物の長寿命化に向けた取組み方針 

建築物の保全の考え方 

点検等により異常の有無や兆候を事前に把握・予測し、計画的に保全を実施する「予防保全」

と、対症療法的な保全を実施する「事後保全」により、建築物を管理することを基本とします。 

長寿命化の費用対効果が高い建築物については、予防保全を基本とし、長期利用を図ります。 

既に劣化が著しい建築物や、長寿命化の費用対効果が低い小規模の建物（車庫、倉庫など）に

ついては、事後保全を基本とし、法定耐用年数までを目安に利用を継続します。 

また、用途を廃止する施設であっても、建築物自体の劣化が少なく、費用対効果が高いと考え

られる場合は「用途変換（コンバージョン）」を検討し、建築物を転用することで、有効活用を

図ります。 

 

表 ４-６ 建築物の保全の考え方 

保全の種類 対処方法 対象となる建築物 

予防保全 

耐用年数等を考慮し、定期的に修
繕・更新を実施する。また、劣化状
況調査等により状態を把握し、不具
合・故障の兆候が一定の状態を超え
た場合に修繕・更新等を実施する。 

○延床面積 200 ㎡以上 
〇倉庫、車庫、小屋等の付属建物でない主たる用

途のもの 

事後保全 
劣化・機能停止等を発見次第、適
宜、修繕・更新等を実施する。 

○以下についての劣化が著しいもの 
構造・基礎／屋根・屋上／外壁 

○延床面積 200 ㎡未満 
○倉庫、車庫、小屋等の付属建物 
〇概ね 10 年以内に更新や除却予定があるもの 
○概ね 10 年以内に標準耐用年数を迎えるもの 

※）官公庁施設の建設等に関する法律第 12 条に定める点検対象の要件を満たす延床面積 200 ㎡以上を一定規模以

上とします。 

 

「予防保全」に区分された建築物については、計画的に部位の修繕・更新や長寿命化改修等を

実施します。 

計画的な修繕で長寿命化を図りながら「標準使用年数」まで使う建物と、計画的な修繕に躯体

の補強も加えて更なる長寿命化を図る「目標使用年数」まで使う建物を設定し、いずれを採用す

るかについては、次のフローにしたがうものとします。 
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図 ４-５ 建築物の保全方法の分類の手順 
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目標使用年数の設定 

躯体の構造別耐用年数は、次表に示すとおり、各種法令等で異なります。 

 

表 ４-７ 各種法令等による躯体構造別の耐用年数 

記号 建物構造 

1 2 3 4 5 6 

建築物の 

耐久計画 

建築工事 

標準仕様書 
減価償却 

学校施設 

財産処分 

公営 

住宅法 

都市 

再開発法 

ＳＲＣ 

ＲＣ 

鉄骨鉄筋コ

ンクリート造 

鉄筋コンクリ

ート造 

60 65 事務所用 

50 

H12 年以前 

60 

H13 年以降 

47 

耐火 

70 

事務所 

図書館等

50 

 

Ｓ 鉄骨造 重量鉄骨 

（肉厚 6 ㎜

以上）60 

 （肉厚 4 ㎜

超） 

事務所用 

38 

H12 年以前 

40 

 

H13 年以降 

34 

準耐火

45 

事務所 

図書館等

38 

 

 軽量鉄骨 

（肉厚 6 ㎜

未満）40 

（肉厚 3 ㎜

超） 

事務所用 

30 

（肉厚 3 ㎜

以下） 

事務所用 

22 

Ｗ 木造 住宅 

事務所 

病院 

40 

事務所用 

24 

 

H12 年以前 

24 

 

H13 年以降 

22 

30 

1.建築物の耐久計画：建築物の耐久計画に関する考え方（昭和 63（1988）年 10 月 日本建築学会） 

2.建築工事標準仕様書：建築工事標準仕様書（JASS５鉄筋コンクリート工事 平成 21（2009）年 日本建築学会） 

3.減価償却：減価償却資産の耐用年数に関する省令（改正：平成 30（2018）年 3月 31 日 財務省令第 31 号） 

4.学校施設財産処分：学校施設の老朽化対策について～学校施設における長寿命化の推進～（平成 25（2013）年

3月 文部科学省） 

5.公営住宅法：公営住宅法施行令（改正：平成 29（2017）年 12 月 22 日 政令第 319 号） 

6.都市再開発法：都市再開発法施行令（改正：平成 30（2018）年 6月 6日 政令第 183 号） 

 

本計画では、「建築物の耐久計画に関する考え方（日本建築学会）」を参考に、長寿命化を図る

建物の「標準使用年数」、及び「目標使用年数」を表 4-8 のように設定します。 

なお、建築物の個別の劣化状況や機能劣化への対応状況等に対する費用対効果などを総合的に

判断した上で、標準使用年数及び目標使用年数に満たない建替えを可能とするとともに、施設自

体を継続としない場合は、改修等を実施せずに従来どおり法定耐用年数を目安に除却とすること

を基本とします。 
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表 ４-８ 本市における標準使用年数と目標使用年数 

建築物の構造 標準使用年数 目標使用年数 

鉄筋コンクリート造（RC） 

鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC） 

鉄骨造（S） 

60 年 80 年 

木造（W） 

軽量鉄骨造（LGS） 

その他 

40 年  

 

改修等の方針 

① 部位別の修繕・更新周期の方針 

予防保全の観点から定期的な修繕を行いつつ、劣化がある程度進行した段階で部位毎に更新を

行っていくことが重要です。ただし、耐用年数や劣化の進行は部位ごとに異なり、それぞれの耐

用年数にしたがって改修を実施すると工事頻度が高くなります。工事回数が増えれば、保全コス

トの増大や利用者の利便性の喪失につながる恐れがあるため、ある程度工事をまとめて実施する

ことも重要です。そこで、施設の経過年に応じて、図 4-6、図 4-7 のように中規模修繕、大規模改

修、長寿命化改修を実施するものとして、改修計画を検討するものとします。 

目標使用年数まで使用を継続する建築物は、目標使用年数の中間年を目安に長寿命化改修を行

い、躯体の改修や内部を含む過半の部位・設備の更新をまとめて実施し、原状回復を行います。

また、長寿命化改修の前後 20年程度を目安に中規模修繕を行い、予防保全対象の部位・設備の修

繕・更新をまとめて実施し、原状回復を行います。 

また、建築物は、使用年数の経過により部位・部材及び設備ごとに劣化や陳腐化が進行すると

ともに、バリアフリーや省エネルギーといった要求性能と現状の建築物性能との差が生じるため、

長寿命化改修の際に性能向上を図る改修も検討します。主要部位・設備等の保全手法を設定し、

定期的に修繕、更新等を図ることにより、建築物の機能・性能を長期に維持させることとします。 



 

56 

 

図 ４-６ 改修のイメージ（RC 造で目標使用年数まで使用を継続する場合） 

 

 

 

図 ４-７ 改修のイメージ（RC 造で標準使用年数まで使用を継続する場合） 

  


